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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

売上高 (百万円) － － 43,747 69,591 33,803

経常利益又は

経常損失

（△）

(百万円) － － 3,557 5,245 △2,275

当期純利益又

は当期純損失

（△）

(百万円) － － 2,066 2,934 △13,638

純資産額 (百万円) － － 20,585 21,239 6,953

総資産額 (百万円) － － 60,945 79,882 59,121

１株当たり純

資産額
（円） － － 38,352.72 41,606.68 13,604.49

１株当たり当

期純利益金額

又は１株当た

り当期純損失

金額（△）

（円） － － 4,570.43 5,505.60 △26,691.00

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益金

額

（円） － － 4,346.60 5,493.94 －

自己資本比率 （％） － － 33.8 26.6 11.8

自己資本利益

率
（％） － － 13.2 14.0 △96.8

株価収益率 （倍） － － 15.21 5.99 △0.06

営業活動によ

るキャッシュ

・フロー

(百万円) － － △13,394 △7,684 △18,938

投資活動によ

るキャッシュ

・フロー

(百万円) － － △299 △3,431 656

財務活動によ

るキャッシュ

・フロー

(百万円) － － 19,346 2,837 5,436

現金及び現金

同等物の期末

残高

(百万円) － － 23,560 15,282 2,436

従業員数 （人） － － 223 318 254

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第15期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

３．平成18年２月１日付で株式１株につき２株の株式分割をしております。

４．第17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

売上高 (百万円) 21,600 35,178 42,697 57,785 22,485

経常利益又は

経常損失

（△）

(百万円) 1,680 2,932 3,646 4,208 △2,307

当期純利益又

は当期純損失

（△）

(百万円) 952 1,759 2,155 2,466 △12,792

持分法を適用

した場合の投

資利益

(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 1,191 3,503 7,505 7,508 7,510

発行済株式総

数
(株) 85,712 214,385.35 536,748.70 537,356.70 537,964

純資産額 (百万円) 4,699 10,852 20,675 20,863 7,418

総資産額 (百万円) 24,413 35,233 60,338 66,401 51,792

１株当たり純

資産額
(円) 54,527.82 50,563.26 38,519.24 40,869.07 14,514.35

１株当たり配

当額

（うち１株当

たり中間配

当額）

(円)
2,300.00

（ － ）

1,450.00

（ － ）

1,700.00

（ － ）

1,300.00

 （ － ）

－

（ － ）　

１株当たり当

期純利益金額

又は１株当た

り当期純損失

金額（△）

(円) 11,613.20 9,623.60 4,768.33 4,625.90 △25,034.98

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益金

額

(円) 10,936.92 9,126.13 4,534.81 4,616.10 －

自己資本比率 (％) 19.3 30.8 34.3 31.4 14.3

自己資本利益

率
(％) 27.7 22.6 13.7 11.8 △90.5

株価収益率 (倍) 7.06 25.46 14.58 7.12 △0.06

配当性向 (％) 19.8 15.1 35.7 28.1 －

営業活動によ

るキャッシュ

・フロー

(百万円) △6,493 2,361 － － －

投資活動によ

るキャッシュ

・フロー

(百万円) 24 △69 － － －

財務活動によ

るキャッシュ

・フロー

(百万円) 5,389 6,879 － － －

現金及び現金

同等物の期末

残高

(百万円) 8,737 17,908 － － －

従業員数 (人) 202 211 201 234 192

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．平成16年８月16日付をもって、１株を４株に分割しております。

３．平成17年１月14日付をもって、１株を２株に分割しております。

４．平成18年２月１日付をもって、１株を２株に分割しております。

５．第15期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日

　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会　平成17年12月９日企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。
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６．第15期の１株当たり配当金には、記念配当500円を含んでおります。

７．第15期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。

８．第17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 事項

平成４年２月 新築マンションの企画及び販売を目的に株式会社サンシティ住宅販売（資本金1,500万円 本社仙

台市青葉区）を設立

平成４年４月 宅地建物取引業免許（宮城県知事(1)第3936号）を取得

平成４年５月 販売代理物件第１号を受託・販売

平成５年11月 全国住宅地開発厚生年金基金加入

平成６年２月 新築マンションの設計・企画を行うサンシティ一級建築士事務所を開設

平成６年３月 本社を仙台市青葉区木町通二丁目６番53号に移転

平成６年11月 社団法人宮城県住宅宅地造成協会に加入

平成７年６月 自社開発物件第１号として仙台市青葉区にサンシティ森林公園（ワンルームマンション）を企画

・販売

平成７年９月 宅地建物取引業免許を県知事免許（宮城県知事(2)第3936号）から建設大臣免許（建設大臣(1)5381

号）に切り替え

平成７年９月 福島県郡山市に郡山営業所を開設

平成７年11月 札幌市中央区に札幌営業所を開設

平成８年９月 秋田県秋田市に自社開発のファミリータイプとしては初のサンシティ秋田大町を企画・販売

平成10年３月 東京都中央区に東京支店を開設

平成10年３月 郡山営業所及び札幌営業所を支店に昇格

平成10年９月 宅地建物取引業免許を建設大臣免許（建設大臣(1)5381号）から国土交通大臣免許（国土交通大臣

(2)5381号）に更新

平成11年９月 北海道の経済市況冷え込みにより札幌支店を一時撤退

平成13年１月 横浜市西区に横浜支店を開設

平成13年10月 社名を「株式会社サンシティ」に変更

平成13年10月 マンションブランド名をファミリータイプを「サンデュエル」、ワンルームタイプを「アヴァン

ツァーレ」に変更

平成14年３月 本社を仙台市青葉区一番町四丁目６番１号に移転

平成14年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成15年１月 岩手県盛岡市に盛岡支店を開設

平成15年３月 東京支店と横浜支店を統合し、東京都港区に東京支社を開設

平成16年１月 さいたま市大宮区に北関東支店を開設

平成16年３月 ＳＵＮＲＩＳＥ（サンライズ）事業・不動産流動化事業の開始

平成16年９月 東京証券取引所市場第二部に上場

平成17年９月 秋田県秋田市に秋田支店を開設

平成18年４月 株式会社サンシティビルドの株式を取得し、子会社とする

平成18年６月 東京証券取引所市場第一部に指定替え

平成19年４月 株式会社地建の株式を取得し、子会社とする

平成19年４月 山形県山形市に山形営業所を開設

平成20年３月 福島県郡山市の郡山支店を閉鎖

平成20年５月 本社を東京都千代田区丸の内一丁目８番１号に移転し、旧本社を東北支社とする

平成20年６月 本社を東京都千代田区丸の内に移転のため東京支社を閉鎖

平成20年６月 秋田県秋田市の秋田支店を閉鎖

平成20年６月 さいたま市大宮区の北関東支店を閉鎖

平成20年８月 不動産流動化事業からの撤退を決議

平成20年11月 株式会社サンシティリセールを子会社として設立
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３【事業の内容】

当社グループは、株式会社サンシティ（当社）及び株式会社サンシティビルドと株式会社地建の連結子会社２社によ

り構成されており、分譲マンション及び賃貸マンション等の企画・販売業務、販売代理業務、賃貸業務、広告請負業務、内

装工事業務を行っております。

事業の種類別セグメント 事　業　内　容 主要な会社

分譲マンション事業

３ＬＤＫを主体としたファミリータイプマンション

「サンデュエル」と「アーバンシティ」、ワンルーム

から１ＬＤＫを主体としたアーバンタイプマンション

「アヴァンツァーレ」の企画、開発、販売を行っており

ます。

当社

株式会社地建

不動産流動化事業

賃貸用マンションや商業施設の企画・開発・売却ま

たは賃貸管理、中古オフィスビル等を買取り、当社独自

のデューデリジェンスに基づき、当該物件のバリュー

アップを図り売却を行っております。

なお、平成20年８月５日開催の取締役会において新

規物件の開発は行わないことを決議しております。　

当社

不動産賃貸事業

主として顧客の資産形成などの目的に開発・分譲し

ましたワンルームタイプマンションや不動産流動化事

業として開発した、賃貸用マンション・商業施設等の

賃貸業務を行っております。

当社

株式会社地建

その他の事業

内装工事事業

分譲マンションや戸建住宅の内装工事を行っており

ます。

その他

主として分譲マンション事業における販売時の広告

及び宣伝業務等をマンション売主（事業主）より請

負、販売活動を促進させるために必要なチラシ・広告

等を作成します。

当社

株式会社サンシティビルド

株式会社地建

 事業系統図は、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

       連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

㈱地建

（注）２
 静岡県沼津市 21

 分譲マンション

事業

 不動産賃貸事業

 その他の事業

100.0 
 資金援助あり

 役員の兼任１名

㈱サンシティビルド  仙台市若林区 10  その他の事業 100.0 
 資金援助あり

 役員の兼任１名

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．株式会社地建については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％

を超えております。

主要な損益情報等　　　(1）売上高　　　　  9,939百万円

(2）経常利益　　　　  169百万円

(3）当期純利益　　　　699百万円

(4）純資産額　　　  3,931百万円

(5）総資産額　　　 11,113百万円

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

 分譲マンション事業 199  

 不動産流動化事業 6  

 不動産賃貸事業 2  

 その他の事業 16  

 分譲マンション事業・不動産賃貸事業・その他の事業共通 3  

 全社（共通） 28  

合計 254  

（注）１．従業員数は、就業人員であります。

２．分譲マンション事業・不動産賃貸事業・その他の事業共通として記載している従業員数は、連結子会社である

株式会社地建の管理部門に所属しているものであります。

３．全社（共通）として記載している従業員数は、特定のセグメントに区分できない親会社の管理部門に所属して

いるものであります。

４．従業員数が前連結会計年度末に比べ64人減少しておりますが、その主な理由は、経営再建の一環として希望退

職を募集したことによるものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

192 31.40 3.55 4,662,495

（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数が前期末に比べ42人減少ししておりますが、その主な理由は、経営再建の一環として希望退職を募集

したことによるものであります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　

当連結会計年度における我が国経済は、米国サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融市場の混乱や

株価下落に加え、原油価格の乱高下や原材料の高騰により、企業収益が低下すると共に、米国大手金融機関の破綻

や信用収縮による資金繰りの悪化で企業倒産が相次ぐなど、先行き不透明感が深刻化しております。また、物価上

昇や所得低下、雇用不安により個人消費が低迷するなど、景気後退感が一段と強まりを見せております。

当不動産業界におきましても、建築コストの上昇、金融市場の急変による金融機関の融資姿勢の厳格化など、事

業環境としては極めて厳しい状況が続いております。

このような状況下において当社グループは、急速な拡大路線を見直し、不動産流動化事業の新規物件開発は行わ

ないことを決定し、分譲マンション事業への特化を図るとともに、更なる販売体制の強化と積極的販売活動を行

い、市況の悪化を乗り越えるべく最大限の経営努力を継続しております。

分譲マンション事業におきましては、経営資源集約により一定の成果を上げることができました。しかしながら

不動産流動化事業におきましては、不動産に係る信用収縮が生じ、流動性が著しく低下していることから売却予定

物件にキャンセルが発生するなど、物件売却が予定通りに進捗せず、業績予想を下回る結果となりました。

　また、当社グループが保有しているたな卸資産、固定資産の評価減およびのれんの減損損失を計上するなど、当連

結会計年度において特別損失は11,891百万円となりました。

　この結果、当社グループの経営成績は売上高33,803百万円（前期比51.4％減）、営業損失1,273百万円（前年同期は

営業利益6,272百万円）、経常損失2,275百万円（前年同期は経常利益5,245百万円）、当期純損失13,638百万円（前

年同期は当期純利益2,934百万円）となりました。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

当連結会計年度より、その他の事業の区分に属しておりました不動産賃貸事業の資産が全資産の10％を超えた

ため、不動産賃貸事業を独立した事業区分とし、その他の事業から別掲することとしました。そのため、不動産賃貸

事業及びその他の事業の前年同期比較にあたっては、前連結会計年度分を変更後の区分に組み替えて行っており

ます。　

<分譲マンション事業>

分譲マンション事業におきましては、事業エリアを北は青森から静岡、甲信越、北陸まで連続してカバーしてお

り、各エリアの地方衛星都市の開発および潜在需要の掘り起こしを行いましたが、国内経済の先行き不透明感によ

る消費マインドの著しい低下等の影響から売上高が減少しました。この結果、売上高は24,384百万円（前年同期比

17.5％減）、営業損失は627百万円（前年同期は1,303百万円の営業利益）となりました。

<不動産流動化事業>

不動産流動化事業におきましては、不動産に係る信用収縮が生じ、契約済みであった大型商業施設及び一棟売り

賃貸用マンション等が、買い手側の都合によりキャンセルが発生するなど、流動性が著しく低下しており、物件売却

が当初想定通りに進捗しませんでした。この結果、業績予想を下回り、売上高は6,378百万円（前年同期比83.0％

減）、営業損失は373百万円（前年同期は4,965百万円の営業利益）となりました。

<不動産賃貸事業>

不動産賃貸事業におきましては、不動産の保有目的を販売目的から賃貸目的に変更したことに伴う、賃貸収入の

計上区分の営業外収益から売上への変更及び賃貸用不動産の売却を行いました。この結果、売上高は404百万円（前

年同期比3.5％増）、営業利益は91百万円（前年同期比20.4％減）となりました。

<その他の事業>

その他の事業におきましては、子会社の内装工事・戸建工事等の売上高が増加しました。この結果、売上高は2,636

百万円（前年同期比25.9％増）、営業利益は104百万円（前年同期比57.9％減）となりました。

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

  9/118



(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、たな卸資産の増加や仕入債務の減

少による支出等により、前連結会計年度末に比べ12,845百万円減少し、当連結会計年度末には2,436百万円となりま

した。

　当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動の結果使用した資金は18,938百万円（前年同期比146.4％増）となりました。

これは主に、たな卸資産評価損8,985百万円があったものの、税金等調整前当期純損失13,276百万円、たな卸資産の

増加7,726百万円や仕入債務の減少額9,990百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動の結果得られた資金は656百万円（前年同期は3,431百万円使用）となりまし

た。

これは主に、有形固定資産の売却による収入2,132百万円があったものの、連結子会社株式の取得による支出650百

万円及び預り保証金の返済による支出700百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動の結果得られた資金は5,436百万円（前年同期比91.6％増）となりました。

これは主に、長期借入金の返済による支出16,359百万円があったものの、短期借入金の純増額5,226百万円及び長

期借入れによる収入17,035百万円によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）契約状況

　当連結会計年度における契約状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの
名称

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

契約高 契約繰越残高

戸数・件数 金額（百万円）
前年同期比
（％）

戸数・件数 金額（百万円）
前年同期比
（％）

分譲マンション事業 824戸 21,148 △19.6 59戸 1,737 △65.1

不動産流動化事業 ８件 △667 － － 件 － －

その他の事業 184件 661 △43.7 16件 301 14.7

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．不動産流動化事業における契約高に関しては、昨今の不動産市況の悪化が要因となり、買い手側の購買意欲の

低下からキャンセルが生じた３件7,044百万円が含まれております。

３．不動産賃貸事業に関しては、事業の性質上、契約状況を表示することには馴染まないため除いております。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

前年同期比（％）

分譲マンション事業（百万円） 24,384 △17.5

不動産流動化事業（百万円） 6,378 △83.0

不動産賃貸事業（百万円） 404 3.5

その他の事業（百万円） 2,636 25.9

合計（百万円） 33,803 △51.4

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当連結会計年度の分譲マンション事業の販売戸数は949戸、不動産流動化事業の販売件数は11件であります。

３．当連結会計年度から、事業の種類別セグメントを変更したため、その他の事業に含まれていた不動産賃貸事業

を別掲いたしました。そのため、前年同期比較にあたっては前連結会計年度分を変更後の区分に組み替えて

行っております。　
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３【対処すべき課題】

世界的な金融市場の混乱を契機として国内企業の業績は急激に悪化しており、消費マインドも低下しております。

雇用環境の不透明化などを背景とした景況感の悪化に伴い、国内不動産市場の回復にはまだ時間がかかり、事業環境

は依然として厳しい状況が継続するものと思われます。

このような事業環境の下、当社グループといたしましては最も得意とする地方衛星都市を中心とした分譲マンショ

ン事業に特化することといたしました。グループの全資源を分譲マンション事業に集約し、不動産流動化事業につい

ては、在庫物件の早期売却を進めてまいります。更には販管費等を大幅に削減することにより、事業安定化を図ってま

いる所存です。

また、当社グループは、「注記事項（連結貸借対照表関係）」の５．に記載のとおり、財務制限条項が付されている

シンジケートローン契約が４件あります。

当連結会計年度末において、上記４件が財務制限条項に抵触しておりますが、株式会社みずほ銀行をエージェント

とするシンジケートローン契約については平成20年９月５日付にて、株式会社あおぞら銀行をエージェントとするシ

ンジケートローン契約については平成20年12月８日付にて、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェントとするシン

ジケートローン契約については平成21年１月20日付にて、それぞれ不動産等を担保提供すること等を条件に平成20年

12月期決算において期限の利益喪失の猶予の承諾を頂いております。

また、株式会社三井住友銀行をエージェントとするシンジケートローン契約については、契約上正式な猶予手続き

はまだ完了しておりませんが、期限の利益の喪失請求についてご猶予いただけるか否かについて予め諮りましたとこ

ろ、平成21年1月30日付にてご猶予いただける旨のご回答を書面にて頂いております。　
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

　

(1) 継続企業の前提に関する重要な疑義について
当社グループは当連結会計年度において、サブプライムローン問題に端を発した不動産に係る信用収縮等

の影響により不動産流動化事業における物件売却が進まず、販売用不動産等の時価が大幅に下落し評価減を

行ったことから、13,638百万円の当期純損失を計上しており、営業キャッシュ・フローにおいても大幅なマイ
ナスとなっております。

また、当連結会計年度末の連結貸借対照表の純資産の部の金額が、前連結会計年度の決算期末における連結

貸借対照表の純資産の部の金額を下回ったこと等により、株式会社三井住友銀行、株式会社あおぞら銀行、株

式会社みずほ銀行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をそれぞれエージェントとするシンジケートローン契約に

付されている財務制限条項に抵触しております。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

しております。

当社グループは当該状況を解消すべく、不動産流動化事業における新規物件開発は行わず、当社グループが

最も得意とする地方衛星都市を中心とした分譲マンション事業に特化することを決定し、不動産流動化事業

に係るたな卸資産の早期の売却を進めております。

また、分譲マンションプロジェクト資金につきましては、従来、原則として建物竣工時に一括返済の条件で

借り入れておりましたが、より安定した資金繰り運営を行う必要から、建物竣工後の販売スケジュールに対応

した分割返済への返済条件の変更を取引金融機関に要請し、当連結会計年度中に返済期限の到来した借入金

の一部については、返済条件変更に応じていただきました。今後返済期限の到来する借入金についても同様の

要請を行い返済条件の変更を進めており、今後も継続して支援する意向との回答を得ております。損益の改善

策としては、当社グループの全資源を分譲マンション事業へ集約し、それに伴う組織変更及び人員配置の適正

化、ならびに賃借料や広告宣伝費等を見直すことにより販売費及び一般管理費を大幅に削減し、翌連結会計年

度以降の事業安定化を図ってまいる所存であります。

(2) 不動産市場リスクについて
当社グループの主力事業である分譲マンション事業は、地価動向や競合他社の供給動向・価格動向の影響

を受けやすく、また景気悪化、金利上昇、不動産関連税制の変更など経済情勢の変化があった場合には住宅購

入顧客の購買意欲の減退や商品・保有資産等の価値が減少する可能性があり、これらは当社グループの業績

及び財政状態に影響を与える可能性があります。

また、分譲マンションの建設については、施工会社との間で工事請負契約を締結して建物の建設工事を行っ

ており、施工会社が信用不安に陥った場合には工期遅延等の問題が発生し、当社グループの財政状態及び経営

成績に影響を与える可能性があります。

(3) たな卸資産及び固定資産の評価に関する会計処理の適用について
当社グループは、たな卸資産の時価が著しく下落し、回復可能性がない場合、強制評価減を計上しておりま

す。また、平成21年１月１日以降開始される連結会計年度からは、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企
業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されるため、時価が取得原価を下回る場合には評価損が計上さ
れ、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

当連結会計年度におきましては、販売用不動産及び仕掛販売用不動産において8,985百万円のたな卸資産評
価損を計上しております。

また、当連結会計年度において保有目的の変更により、たな卸資産から固定資産への振り替えを行っており

ますが、固定資産については「固定資産の減損会計の適用に関する内規」を制定しており、収益性の低下や地

価の下落等により投資額が回収できなくなった場合には、評価減に伴う損失が発生し、当社グループの財政状

態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

(4) のれんの償却について
当社グループはのれんの償却について効果の発現すると見積もられる期間で均等償却を行っております。

買収事業の収益力が低下した場合や買収事業の撤退や売却等があった場合には、のれんの減損損失が発生し、

当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

当連結会計年度におきましては、連結子会社株式会社地建に係るのれんにおいて、不動産市況の著しい悪化

等の影響により、通期業績が予算未達となったことから、株式会社地建の中期事業計画を見直した結果、株式

買収時に予定していた超過収益力が一部見込めなくなったため、2,466百万円の固定資産減損損失を計上して
おります。
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(5) 有利子負債の依存のついて
当社グループは、分譲マンション事業、不動産流動化事業を中心に事業を行い、事業用地の仕入資金は主

に金融機関からの借入により調達していることから、平成20年12月期末における借入金残高は45,506百万
円、負債純資産合計額に対する借入金の割合は77.0％となっております。 
これらの金融機関との取引関係は安定しておりますが、経済・金融情勢の変化により、急激な地価の変動

や金利の変動等が生じた場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性がありま

す。 

(6) 財務制限条項について
当社グループは、「注記事項（連結貸借対照表関係）」５．に記載のとおり、財務制限条項が付されてい

るシンジケートローンが４件あります。

当連結会計年度末において、上記４件が財務制限条項に抵触しておりますが、株式会社みずほ銀行をエー

ジェントとするシンジケートローン契約については平成20年９月５日付にて、株式会社あおぞら銀行を
エージェントとするシンジケートローン契約については平成20年12月８日付にて、株式会社三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行をエージェントとするシンジケートローン契約については平成21年１月20日付にて、それぞれ不動
産等を担保提供すること等を条件に平成20年12月期決算において期限の利益喪失の猶予の承諾を頂いて
おります。

また、株式会社三井住友銀行をエージェントとするシンジケートローン契約については、契約上正式な猶

予手続きはまだ完了しておりませんが、期限の利益の喪失請求についてご猶予いただけるか否かについて

予め諮りましたところ、平成21年1月30日付にてご猶予いただける旨のご回答を書面にて頂いております。
　

なお、今後上記財務制限条項に抵触した場合は、期限の利益の喪失請求を受ける可能性があります。しか

しながら、当社グループは上記融資対象プロジェクトに係る不動産の売却により借入金を返済する方針を

とっており、それが進まない場合には、当連結会計年度と同様の交渉を各金融機関と進めていく所存であ

ります。

(7) 売上の計上時期による業績変動について
当社グループの主たる事業である分譲マンション事業では、購入者との売買契約成立後、建物が竣工し、

購入者へ引渡した時点で売上を計上しているため、その引渡時期により同一年度内において売上高及び利

益に偏りが生じる場合があります。過去の連結会計年度におきましては、引渡しが下半期に行われた割合

が高く売上高及び利益が下期に偏重しております。なお、当連結会計年度につきましては、年度内の偏重が

なくなっております。　

また、マンション等の工事の遅延等により竣工、引渡時期の変動や購入者の都合等により引渡しが遅延し

た場合には、売上計上時期が連結会計年度間において変動する可能性もあります。

なお、将来的には引渡時期の平準化を目的とした仕入、受注及び販売体制を構築していくことを目標にし

ているため、上半期及び下半期の経営成績の偏重がなくなる可能性もあります。

(8) 事業用地の仕入れについて
当社グループは、個人・法人・地方公共団体等により事業用地を取得しており、仕入に際しては十分な事

前調査を行う方針であります。万一、汚染が認識された場合、専門業者による洗浄等の措置を講じることと

しておりますが、契約時までに認識しなかった瑕疵が工事の着工後等に明らかになる可能性があります。

このような瑕疵につきましては、契約上、売主責任を明示しておりますが、瑕疵の内容等によって売主責任

を問えない場合には、工期の遅れや工事の追加費用、解約違約金、裁判費用等が生じ当社グループの財政状

態及び経営成績に影響を与える可能性があります。　

(9) 分譲不動産の欠陥・瑕疵について　
マンションの建築工事については当社の基準により十分な建築技術を有する施工会社に発注を行うとと

もに、各マンション着工時の施工技術検討会を始め、独自の設計基準・品質管理基準による厳格な品質管

理体制及び設計・施工の各段階において複数回のチェックを行うことなどで、耐震性を含めた建築基準法

を遵守する体制を整備しております。

しかしながら、当社グループが販売する不動産や請負工事において、設計・施工不良等の瑕疵を起因とし

た不測の事態が発生し、当社グループの責任が問われた場合、補修工事や補償費等の負担が発生し、その内

容や負担規模によっては、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。
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(10) 新規事業について　
当社グループは、「重要な後発事象」に記載のとおり、新規事業として当社子会社である株式会社サンシ

ティリセール（以下、「サンシティリセール」という）が他社保有の新築マンションを匿名組合契約によ

る出資を原資に買い取り、販売を行う「買取再販事業」を行い、出資者に利益の一部を支払う匿名組合契

約をシンガポールのIPC Corporation Limited（以下、「IPC」といいます）と締結しております。
また、上記匿名組合契約について、下記の条項が含まれております。　

①  平成21年２月５日以降、取得予定物件の資産査定が終了後、サンシティリセールが要請する金額を、要
請する日に、最低５億円（240 億円を上限とする）が、物件の買取価額に応じて送金されます。ただし、
IPCまたはIPCが指名する代理人が案件の採算性が疑わしい、または資産査定の結果が好ましくないと判
断した場合は、送金を拒否できる条項が付加されております。　

②  一定期間を経過しても販売できない在庫物件については、親会社である当社が買い取る条項が付され

ており、平成21年２月９日付けで当社とサンシティリセールの間で在庫買取契約を締結しております。
③　IPC が指名する者がサンシティリセールの取締役に選任されることについて、サンシティリセールが異
議を申し述べないこと、親会社である当社が遅延なくIPC が指名するその候補者を取締役に選任するこ
と、とする条項が付加されております。　

④　サンシティリセールが当社に対して行う支払は、取締役全員の合意とIPCの事前の書面による承認のも
とに行う条項が含まれております。　

同事業は、既存事業の運営において蓄積したノウハウ等を活かした事業であると認識しておりますが、上

記条項に抵触した場合や、当初の計画通りに進まない場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に

影響を与える可能性があります。

(11) 偶然不測の事故・自然災害について
火災、破裂爆発、落雷、風ひょう雪災、水災、地震火災、地震破裂、地震倒壊、噴火及び津波並びに電気的事

故、機械的事故その他偶然不測の事故並びに戦争、暴動、騒乱、テロ等の災害により、当社グループが保有す

る物件について滅失、劣化又は毀損し、その価値が影響を受ける可能性があります。また、偶然不測の事故

・自然災害により不動産に対する購入マインドが冷え込んだ結果、不動産需要が減り、当社グループの事

業が影響を受ける可能性があります。この様な場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を

与える可能性があります。　

(12) 法的規制等について
当社グループは、宅地建物取引業者として宅地建物取引業法第三条に基づく宅地建物取引業者免許証

（免許証番号　国土交通大臣(4)第５３８１号　有効期間：平成20年９月14日から平成25年９月13日まで）、
（免許証番号　宮城県知事(1)第５４０１号　有効期間：平成18年10月７日から平成23年10月６日まで）、
（免許証番号　国土交通大臣(1)第６９６４号　有効期間　平成16年11月19日から平成21年11月18日まで）の
交付を受け、また建設業者として建設業法第三条に基づく宮城県知事の許可（許可番号　（般－１９）第

５９２９号　有効期間：平成19年８月30日から平成24年８月29日まで）、静岡県知事の許可（許可番号　
（般－１７）第２０２１６号　有効期間：平成17年６月28日から平成22年６月27日まで）を受け、不動産
販売等を主に業務を行っております。加えて業務を進めるにあたり、国土利用計画法・建築基準法・都市

計画法・借地借家法・建物の区分所有等に関する法律等の規制を受けております。当社グループは、宅地

建物取引業法、建築基準法、国土利用計画法、都市計画法、借地借家法、金融商品取引法、信託業法等各種法

令の他、各自治体が制定した条例等による規制を受けるとともに、事業に必要な免許・登録等を取得して

おります。　

また、監督官庁を国土交通大臣及び都道府県知事とする土地区画整理法・宅地造成等規制法・消防法・

住宅品質確保促進法・その他の関連条例等の規制を受けております。

当社グループの主要な事業活動の継続には前述のとおり宅地建物取引業者免許が必要ですが、現時点に

おいて、当社グループは宅地建物取引業法第五条及び第六十六条に定められる免許の取消または更新欠格

の事由に該当する事実はないと認識しております。また、同様に宮城県並びに静岡県知事の許可につきま

しても、現時点において、建設業法第八条及び第二十九条に定められる許可の取消または更新欠格の事由

に該当する事実はないと認識しております。　

しかしながら、将来、何らかの理由により免許等の取消等があった場合には、当社グループの主要な事業

活動に支障をきたすとともに経営成績に重大な影響を与える可能性があります。　
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(13) 個人情報保護法について　
当社グループは、業務遂行上の必要性から、各事業において多くの個人情報を取り扱っております。これ

らの個人情報に関しては、「個人情報の保護に関する法律」をはじめ関係する諸法令に則り適正な取得・

管理・取扱いの確保に努めております。しかしながら不測の事態により、万一、個人情報が外部へ漏洩した

場合、当社グループの信用失墜等及びそれに伴う売上高の減少や損害賠償費用の発生等により、当社グ

ループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。　

(14) 人材の確保・育成について　
当社グループの将来の成長は優秀な人材をはじめとする特定の人的資源に大きく依存するため、不動産

及び財務分野における高い専門性と豊富な経験を有するプロフェッショナルな人材の確保と育成が不可

欠な条件であります。しかしながら、計画どおりに当社グループの求める人材が確保できない場合には、当

社グループの経営成績及び今後の事業推進に影響を及ぼす可能性があります。　
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

当連結会計年度における財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

(1) 財政状態の分析

当連結会計年度末の総資産は59,121百万円となり前連結会計年度末に比べ20,760百万円減少しております。これ

は、現金及び預金、並びにのれんの減少によるものであります。

当連結会計年度末における負債は52,168百万円となり前連結会計年度末に比べ6,473百万円減少しております。こ

れは、支払手形及び工事未払金の減少によるものであります。

当連結会計年度末における純資産は6,953百万円となり前連結会計年度末に比べ14,286百万円減少しております。

これは、剰余金の減少によるものであります。

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産の残高は47,286百万円となり、前連結会計年度末に比べ24,939百万円減少して

おります。これは、現金及び預金が12,845百万円減少したこと、並びにたな卸資産の評価減などによるたな卸資産の減

少10,120百万円によるものです。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産の残高は11,835百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,178百万円増加してお

ります。これは、のれんの減損損失の計上等による無形固定資産2,773百万円の減少があったものの、保有目的変更によ

るたな卸資産から有形固定資産への振替等による有形固定資産の増加7,376百万円によるものです。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債の残高は27,707百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,933百万円減少してお

ります。これは、運転資金の借入等による短期借入金5,226百万円の増加はあったものの、支払手形及び工事未払金

9,990百万円の減少によるものです。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債の残高は24,461百万円となり、前連結会計年度末に比べ540百万円減少しており

ます。これは、主に借入返済に伴う長期借入金351百万円の減少によるものです。
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(2) 経営成績の分析

当連結会計年度における経営成績は、当社グループが保有しているたな卸資産、固定資産の評価減及びのれんの減

損損失を計上した影響もあり、売上高33,803百万円（前期比51.4％減）、営業損失1,273百万円（前期同期は営業利益

6,272百万円）、経常損失2,275百万円（前期同期は経常利益5,245百万円）、当期純損失13,638百万円（前年同期は当期

純利益2,934百万円）となりました。

（売上高）

当連結会計年度における売上高は33,803百万円となり、前年同期に比べ35,787百万円減少（前年同期比51.4％

減）しました。これは、不動産に係る信用収縮が生じ、契約済みであった大型商業施設及び一棟売り賃貸マンショ

ン等が、買い手側の都合によりキャンセルが発生するなど、流動性が著しく低下し、不動産流動化事業における物

件売却が予定通り進捗せず、業績予想を下回ったことが要因であります。

（営業損失）

当連結会計年度における営業損失は1,273百万円（前年同期は営業利益6,272百万円）となりました。この主な要

因は、分譲マンション事業及び不動産流動化事業における売上高が減少し、営業損失を計上したことによります。

（経常損失）

当連結会計年度における経常損失は2,275百万円（前年同期は経常利益5,245百万円）となりました。この主な要

因は、前年同期に比べ営業外収益が89百万円減少、営業外費用が114百万円減少したものの、営業損失を計上したこ

とによります。

（当期純損失）

当連結会計年度における当期純損失は13,638百万円（前年同期は当期純利益2,934百万円）となりました。この

主な要因は、経常損失を計上したことの他、当社グループが保有しているたな卸資産、固定資産の評価減およびの

れんの減損損失が発生したため、当連結会計年度において特別損失11,891百万円を計上したことによります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度において実施いたしました当社グループの設備投資額は、株式会社サンシティ本社内装工事等を

中心に38百万円であり、その内訳は次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

分譲マンション事業 4　

不動産流動化事業 －　

不動産賃貸事業 －　

その他の事業 －　

計 4　

消去又は全社 34　

合計 38　

　

重要な固定資産の売却は次のとおりであります。

事業所名 事業の種類別セグメントの名称  概要 売却金額（百万円）

株式会社　地建 不動産賃貸事業  貸店舗売却 1,663

株式会社　地建 不動産賃貸事業 五十嵐ハイツ売却 128

株式会社　地建 不動産賃貸事業  熱海駐車場売却 242

株式会社　地建 不動産賃貸事業  杉ビル売却 97

　 合　　　　計 　 2,130
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２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社
　 平成20年12月31日現在

事業所名または物件名
(所　在　地)

事業の種類別セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数

(人)建物及び
構築物

土　　地
(面積㎡)

その他 合　　計

本社

(東京都千代田区)

分譲マンション事業

不動産流動化事業

不動産賃貸事業

統括業務及び

販売施設
－ － 0 0 67

東北支社

(仙台市青葉区)

分譲マンション事業

不動産流動化事業

不動産賃貸事業

販売施設 7 － 3 10 95

盛岡支店

(岩手県盛岡市)
分譲マンション事業 販売施設 0 － 0 1 30

サンヴァーリオ小名浜

(福島県いわき市)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 66

22

(589.47)
－ 88 －

サンシティ北四番丁

(仙台市青葉区)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 24

13

(59.23)
－ 37 －

ベストライフ東札幌

(札幌市白石区)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 675

209

(4,000.38)
－ 885 －

青森商業施設

(青森県青森市)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 2,900

3,093

(53,482.69)
－ 5,994 －

サンヴァーリオ奥羽大

学前

(青森県青森市)

不動産賃貸事業 賃貸用不動産 450
92

(1,535.63)
－ 543 －

サンヴァーリオ富沢東

(仙台市太白区)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 313

83

(819.38)
－ 396 －

サンヴァーリオ菜根

(福島県郡山市)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 370

55

(1,072.58)
－ 425 －

ラルゴ山王

(青森県青森市)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 219

40

(2,515.54)
－ 259 －

山形駐車場

(山形県山形市)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 －

770

(6,374.62)
6 776 －

八乙女駐車場

(仙台市泉区)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 －

109

(696.71)
－ 109 －

木町通駐車場

(仙台市青葉区)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 －

338

(1,121.34)
5 343 －

（注）１．青森商業施設・サンヴァーリオ奥羽大学前・サンヴァーリオ富沢東・サンヴァーリオ菜根・ラルゴ山王・山

形駐車場・八乙女駐車場・木町通駐車場は、当連結会計年度において保有目的の変更により販売用不動産か

ら有形固定資産へ振替ております。

２．上記の他、主要な設備のうち賃借しているものは次のとおりであります。

事業所名
(所　在　地) 設備の内容

年間賃借料又はリース料
（百万円）

本社

(東京都千代田区)

統括業務及び販売施設 91

車両運搬具 5

事務機器 3

東北支社

(仙台市青葉区)

販売施設 69

車両運搬具 14

事務機器 20

盛岡支店

(岩手県盛岡市)

販売施設 9

車両運搬具 3

事務機器 0

(2）国内子会社

　 平成20年12月31日現在 
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会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメ
ントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
土地

(面積㎡)
その他 合計

株式会社サンシ

ティビルド 

 本社

(仙台市若林区)
その他の事業

統括業務及び

販売施設 
15

24

(1,431.30)　
0 39 22

株式会社地建
 本社

(静岡県沼津市)

分譲マンション事業

不動産賃貸事業

その他の事業

統括業務及び

販売施設 
71

135

(1,028.73)　
4 210 19

株式会社地建
 長野支店

(長野県長野市)
分譲マンション事業 販売施設 1 － 0 2 12　

株式会社地建
 金沢支店

(石川県金沢市)
分譲マンション事業 販売施設 3 － 0 3 18　

株式会社地建
 上田貸店舗

(長野県上田市)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 15

145

(1,293.06)　
－ 160 －　

株式会社地建
 UC江原町

(静岡県沼津市)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 15

6

(71.98)　
－ 21 －　

株式会社地建

 清水町貸駐車場

(静岡県駿東郡

清水町）

不動産賃貸事業 賃貸用不動産 －
59

(479.00)　
－ 59 －　

（注）上記の他、主要な設備のうち賃借しているものは次のとおりであります。

事業所名
(所　在　地) 設備の内容

年間賃借料又はリース料
（百万円）

株式会社サンシティ

ビルド 

(仙台市若林区)

車両運搬具 4

事務機器 4

事業所名
(所　在　地) 設備の内容

年間賃借料又はリース料
（百万円）

株式会社地建

(静岡県沼津市)

車両運搬具 5

事務機器 7

(3）在外子会社

該当事項はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度末において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,243,392

計 1,243,392

（注）　平成21年３月27日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日より906,608株

増加し、2,150,000株となっております。

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年３月27 日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 537,964 537,964
東京証券取引所

市場第一部
－

計 537,964 537,964 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成16年８月16日

（注）１
58,284 77,712 － 323 － 205

平成16年９月30日

（注）２
8,000 85,712 867 1,191 867 1,073

平成17年１月14日

（注）３
85,712 171,424 － 1,191 － 1,073

平成17年９月26日～

平成17年10月11日

（注）４

35,377.35 206,801.35 2,249 3,441 2,249 3,323

平成17年９月30日～

平成17年12月31日

（注）５

7,584 214,385.35 62 3,503 62 3,385

平成18年２月１日

（注）６
214,385.35 428,770.70 － 3,503 － 3,385

平成18年１月１日～

平成18年12月31日

（注）７

576 429,346.70 2 3,505 2 3,387

平成18年８月31日～

平成18年11月13日

（注）８

107,402 536,748.70 3,999 7,505 3,999 7,387

平成19年１月１日～

平成19年12月31日

（注）９

608 537,356.70 2 7,508 2 7,390

平成20年１月１日～

平成20年３月31日

（注）10

608 537,964.70 2 7,510 2 7,392

平成20年９月30日

（注）11
△0.7 537,964.00 － 7,510 － 7,392

（注）１．平成16年４月19日開催の取締役会決議により、平成16年８月16日付で１株を４株に分割

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　229,890円

資本組入額　　108,428円

払込金総額　1,734百万円

３. 平成16年10月19日開催の取締役会決議により、平成17年１月14日付で１株を２株に分割

４. 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使

行使先　野村證券株式会社

発行価格　　　 127,200円

資本組入額　　  63,600円

５. 第１回新株予約権の行使

６. 平成17年11月14日及び12月５日開催の取締役会決議により、平成18年２月１日付で１株を２株に分割

７. 第１回新株予約権の行使
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８. 第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使

行使先　野村證券株式会社

転換日 　　　 　平成18年８月31日　　平成18年９月15日　　　　　

発行価格　　　  73,800円                     

資本組入額　　  36,900円                     

転換日 　       平成18年10月20日　　　　　　　

発行価格　　　  74,900円 　　　　　　　　

資本組入額　　  37,450円　　　　　　　　

転換日  　      平成18年10月26日  　　　平成18年11月10日　　　　平成18年11月13日

発行価格　　　  74,800円 　　　　　　　　

資本組入額　　  37,400円　　　　　　　　

資本組入額　　  37,400円　　　　　　　　

９. 第１回新株予約権の行使

10. 第１回新株予約権の行使

11. 自己株式の消去による減少

　　

（５）【所有者別状況】

　 平成20年12月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 14 20 62 46 16 10,936 11,094 －

所有株式数

（株）
－ 15,187 9,794 54,700 28,036 771 429,476 537,964 －

所有株式数の

割合（％）
－ 2.82 1.82 10.17 5.21 0.14 79.84 100.00 －

（注）自己株式26,866株は、「個人その他」に記載しております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

小出泰啓 仙台市青葉区 76,022 14.13

星山泰洙 仙台市青葉区 24,465 4.55

株式会社セレーノ 仙台市青葉区二日町４－11 19,920 3.70

ティワイコーポレーション　

有限会社
仙台市青葉区木町17－２－303 19,200 3.57

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 11,261 2.09

フォルティス　クリアリング　

シンガポール　ピーティー

イー　リミテッド　アイビー

（常任代理人　フォルティス

証券株式会社）

63 MARKET STREET #21-01 SINGAPORE 

(048942) 

（東京都港区愛宕２－５－１　愛宕グリー

　ンヒルズＭＯＲＩタワー３９階）

6,750 1.26

　岩崎泰次 静岡市駿河区 6,100 1.14

　大宮敏克 宮城県柴田郡柴田町 5,000 0.93

　前嶋篤 仙台市宮城野区 4,911 0.91

ザ　チェース　マンハッタン　

バンク　エヌエイ

ロンドン　スペシャル　アカウ

ント　ナンバー　ワン

（常任代理人　株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室）　

WOOLGATE HOUSE,

 COLEMAN STREET LONDON

EC2P 2HD,ENGLAND

（東京都中央区日本橋３－11－１）

4,693 0.87

計 － 178,322 33.15

　（注）１．上記銀行の所有株式数には、信託業務に係る株式が以下のとおり含まれております。

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　　　　　 　11,261株

　      ２．上記のほか、自己株式が26,866株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年12月31日現在

区　　　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　　　容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  26,866 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 511,098 511,098 －

端株 普通株式  　－ － －

発行済株式総数 　537,964 － －

総株主の議決権 － 511,098 －

②【自己株式等】

　 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

(％)

株式会社　サンシティ

東京都千代田区

丸の内一丁目８

－１

26,866 － 26,866 5.00

計 － 26,866 － 26,866 5.00

（８）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

 26/118



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

  該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

  該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

  該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分 

当事業年度  当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（百万円）
株式数（株）

処分価額の総額

（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 0.7 0 － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式 26,866.00 － 26,866.00 －
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３【配当政策】

当社は、年1回の剰余金の配当を行うことを基本方針としています。

この剰余金の配当の決定機関は、株主総会であります。　

当連結会計年度の配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とさせていただきたいと存じます。一昨年のサブプラ

イムローン問題に端を発した世界的な金融市場の混乱を背景に、不動産業界を取り巻く環境は極めて厳しい状況が続

いております。このような状況下において当社グループは、黒字転換を目指し、経営資源の集中・販管費の削減に鋭意

取り組んでおりますが、現環境を踏まえますと、無配との判断に達しました。

なお、当社は、「会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議により毎年６月30日の最終の株主名簿に記

載又は記録された株主等に対し中間配当を行うことができる。」旨定款に定めております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

最高（円）

※１　1,400,000

※２□　340,000

215,000

※３□ 　92,000

257,000
247,000

□　121,000
85,000 31,700

最低（円）

※１　　238,000

※２□　206,000

161,000

※３□ 　78,000

80,200
177,000

  □   61,500
32,500 1,201

（注）１．最高・最低株価は平成18年６月１日より東京証券取引所市場第一部であり、平成16年９月30日から平成18年

５月31日までは東京証券取引所市場第二部におけるものであり、それ以前は日本証券業協会におけるものであ

ります。なお、第13期の事業年度別最高・最低株価のうち、※１は分割前における日本証券業協会によるもので

す。

２．□は株式分割権利落後の最高・最低株価を示しております。

　　なお、第13期は平成16年６月30日現在及び平成16年11月30日現在の株主に対して、株式分割を２回実施してお

りますので、平成16年６月30日によるものを※２で、平成16年11月30日によるものを※３で示しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 12,980 6,570 5,000 2,900 1,840 1,700

最低（円） 6,290 1,905 2,380 1,510 1,215 1,201

（注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

取締役社長

（代表取締役）

最高経営責

任者 
小出　泰啓 昭和34年２月27日生

昭和54年３月 ダイア建設株式会社入社

昭和60年10月 株式会社朋友建設入社

平成元年10月 株式会社朋友建設東北支店長

平成４年２月 当社設立

平成４年４月 代表取締役社長就任(現任）

平成11年12月 ティワイコーポレーション有

限会社取締役就任

平成18年２月 ＣＥＯ（最高経営責任者）

（現任）

平成18年10月 ティワイコーポレーション有

限会社代表取締役就任(現任）

平成20年11月 株式会社サンシティリセール

代表取締役就任(現任）

（注）２ 76,022

取締役副社長
最高業務責

任者 
星山　泰洙 昭和37年10月２日生

昭和61年４月 株式会社朋友建設入社

平成４年４月 当社入社

平成４年４月 常務取締役就任

平成６年５月 専務取締役就任

平成13年９月 営業本部長

平成15年３月 東京支社長

平成16年１月 統括本部長兼営業推進部長

平成16年５月 営業統括本部長兼営業推進部

長

平成18年２月 ＣＯＯ（最高業務責任者）(現

任） 

平成20年３月 取締役副社長（現任） 

（注）２ 24,465

専務取締役

営業統括本

部長

南東北営業

本部長

米川　淳 昭和40年６月20日生

昭和62年３月 株式会社ル・グレン入社

平成２年５月 株式会社朋友建設入社

平成４年５月 当社入社

平成７年４月 本社営業部部長代理

平成８年４月 本社営業部長

平成10年２月 札幌支店長

平成11年４月 郡山支店長

平成12年３月 取締役就任

平成15年３月 営業推進部長

平成15年３月 本社営業統括部長

平成16年２月 本社第一営業部長

平成17年３月 常務取締役就任

平成17年４月 本社営業本部長

平成20年５月 専務取締役就任（現任）

平成20年５月

平成20年５月

営業統括本部長（現任） 

南東北営業本部長（現任） 

（注）２ 807

専務取締役
事業統括本

部長
名村　信夫 昭和26年10月21日生

昭和49年４月 株式会社ウンノハウス入社

昭和50年１月 東日本ハウス株式会社入社

昭和52年２月 株式会社太陽建設入社

平成３年１月 株式会社朋友建設入社

平成４年２月 名村建築設計事務所設立

平成６年１月 当社入社

平成11年１月 本社事業部部長代理

平成12年１月 本社事業部部長

平成14年５月 本社事業統括部長

平成15年３月 取締役就任

平成15年３月 郡山事業部長

平成16年１月 統括本部長

平成16年５月 事業統括本部長

平成17年３月 常務取締役就任

平成18年２月 本社事業本部長

平成20年５月 専務取締役就任（現任）

平成20年５月 事業統括本部長（現任）

（注）２ 545
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

常務取締役
首都圏営業

本部長
中村　誠二 昭和43年11月５日生

昭和62年３月 株式会社金港堂入社

平成２年５月 株式会社朋友建設入社

平成４年５月 当社入社

平成10年２月 本社営業部部長代理

平成12年３月 取締役就任

平成12年４月 本社営業部長

平成13年１月 横浜支店長

平成15年３月 東京支社営業統括部長

平成16年１月 東京支社長

平成17年１月 首都圏営業本部長（現任）

平成17年４月 北関東支店長

平成20年５月 常務取締役就任（現任）

（注）２ 684

常務取締役
首都圏事業

本部長
菊地　英明 昭和39年５月４日生

昭和62年４月 株式会社大信販（現株式会社

アプラス）入社

平成２年４月 株式会社北杜エステート入社

平成４年２月 株式会社ホームギャラリー・

ケンコーポレーション入社

平成６年６月 杜和不動産販売株式会社入社

平成８年７月 当社入社　管理部係長

平成９年９月 管理部課長

平成11年１月 管理部次長

平成13年１月 内部監査室室長

平成13年９月 経営企画室次長

平成15年１月 社長室室長

平成17年１月 東京支社長

平成17年３月 取締役就任

平成20年５月 常務取締役就任（現任）

平成20年５月 首都圏事業本部長（現任）

平成20年10月 株式会社地建代表取締役就任

（現任）

（注）２ 546

常務取締役
東北事業本

部長
堀内　邦光 昭和37年12月16日生

昭和57年４月 仙台土木設計株式会社入社

昭和60年４月 ムトー設計株式会社入社

昭和62年３月 ダイア建設株式会社入社

平成12年１月 当社入社　本社事業部課長

平成13年１月 本社事業部次長

平成14年５月 本社事業部部長代理

平成15年５月 本社事業部部長

平成17年３月 東北事業統括部長

平成17年３月 取締役就任

平成18年２月 本社事業本部部長

平成18年２月 事業部長

平成20年５月 常務取締役就任（現任）

平成20年５月 東北事業本部長（現任）

（注）２ 302

取締役
管理本部長

ＩＲ室長
深瀬　雅永 昭和39年３月20日生

昭和62年４月 新日本証券（現　新光証券株式

会社）入社

平成15年６月 当社入社

平成16年７月 ＩＲ室室長

平成20年３月 ＩＲ室長（現任）

平成20年３月 取締役就任（現任）

平成20年５月 管理本部長（現任）

（注）２ 23

 

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

 30/118



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

取締役
経営戦略本

部長
中井　唯雄 昭和46年７月20日生

平成７年５月 株式会社沖ソフトウェア九州

入社

平成８年５月 株式会社富士通九州システム

エンジニアリング入社

平成10年６月 海外学習センター 創業

平成11年10月 英国　シンビアン入社

平成13年２月 英国　バークレイズ証券会社入

社

平成15年２月 米国　ディー・ケー・アール・

オアシス入社

平成17年２月 ケイマン籍　グランチェスター

・マスター・ファンド 創業

平成19年１月 株式会社エフティコミュニ

ケーションズ入社

同社子会社　株式会社フレクソ

ル　

金融事業取締役就任

平成20年２月 当社入社　経営戦略本部長（現

任）

平成20年３月 取締役就任（現任）

（注）２ －

取締役

北東北営業

本部長　　　盛

岡支店長

阿部　尚史 昭和47年６月１日生

平成６年２月 当社入社

平成16年１月 盛岡支店　営業部部長

平成17年９月 盛岡支店長（現任）

平成20年３月 北東北営業本部長（現任）

平成20年３月 取締役就任（現任）

（注）２ 516

監査役

（常勤）
 近藤　嘉孝 昭和14年11月３日生

昭和33年３月 德陽相互銀行入行

平成10年８月 株式会社ソノベ入社

平成12年３月 太陽観光開発株式会社入社

平成17年３月 当社監査役就任（現任）

（注）３ 4

監査役

（非常勤）
 井野　一弘 昭和43年９月29日生

平成６年11月 司法試験合格

平成10年４月 司法修習修了

平成10年４月 弁護士登録

平成13年３月 井野法律事務所開業（現任）

平成21年３月 当社監査役就任（現任）

（注）３
　－

監査役

（非常勤）
 安保　淳一 昭和20年10月２日生

昭和39年４月 仙台国税局　総務部　採用

平成８年７月 仙台国税局　総務部　人事第二

課長

平成10年７月 大館税務署長

平成11年７月 仙台国税局　総務部　人事第一

課長

平成14年７月 仙台国税局　課税第二部次長

平成15年７月 仙台国税局　課税第一部次長

平成16年７月 仙台国税局　課税第一部長

平成17年７月 辞職

平成17年11月 安保淳一税理士事務所開業

（現任）

平成20年３月 当社監査役就任（現任）

（注）４ －

    計  103,914

（注）１.　監査役　近藤嘉孝、井野一弘及び安保淳一の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２.　平成21年３月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３.　平成21年３月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４.　平成20年３月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５.　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。

　　　（氏名）　　　　（生年月日）　　　　　　　　　　　　（略歴）　　　　　　　　　　　　（所有株式数）

　　　伊藤　和朗　　　昭和21年５月22日生　　平成15年11月　株式会社福島銀行入社　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成18年５月　同行退社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年３月　当社補欠監査役
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、業績の向上を図ることはもちろん、経営の透明性、健全性、迅速な意思決定、経営の執行及び監督体制を

維持・充実することによる企業価値の向上を経営上の重要課題の一つとして考えております。その実現のため

に、株主、取引先、地域社会、社員等の各ステークホルダーとの良好な関係を築くとともに、現在の株主総会、取締

役会、監査役会等の制度の強化・改善をしながらコーポレート・ガバナンスを充実させていきたいと考えており

ます。

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

① 会社の機関の基本的説明

当社は監査役制度を採用しており、社外監査役を３名（うち常勤監査役１名）選任し監査を実施しており

ます。また、CEO（最高経営責任者）、COO（最高業務責任者）を設置し、平成20年５月26日より組織変更を

行い、部門ごとに４本部制とし、さらにはグループ会社相互の連結強化、経営資源の集中を目的として東京に

本社を移転し社内体制の強化を図っております。

当社の取締役会につきましては10名の社内取締役で構成されており、月１回の定例取締役会を開催するほ

か、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するととも

に、業務執行の状況を逐次監督しております。なお、現状では取締役会は適正かつ円滑に運営されており、取

締役の人数は適切であると考えておりますが、業務執行上の必要に応じ顧問弁護士に適宜アドバイスを受け

ております。監査役は取締役会へ常時出席して意見陳述し、また取締役からの意見聴取、重要な会議への出席

並びに重要書類の閲覧などを通して取締役による意思決定と業務執行に関するチェックを強化しておりま

す。　

② 会社のコーポレート・ガバナンス体制模式図
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③ 内部統制システムの整備の状況

当社の事業内容から遵守すべき法令などが多く、対応すべきリスクも多種多様であることから、当社が健

全で持続的な発展をするためには、内部統制システムを整備・運用することが経営上重要な課題であると考

えております。よって当社は、平成18年５月29日開催の取締役会において、「内部統制システム整備に関する

基本方針」を定め、コンプライアンスプロジェクトチームを中心に、業務の有効性、効率性、適正性を確保す

るため、内部統制システムを整備しております。

a. 取締役および使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

i.取締役をリーダーとするコンプライアンスプロジェクトチームを設置し、法令および定款遵守の周知

・徹底と実行を図る体制を構築する。

ii.コンプライアンスプロジェクトチームは、役員と従業員に対し、コンプライアンスに関する研修、マニュ

アルの作成・配布を行うこと等により、コンプライアンスの知識を高め、コンプライアンスを尊重す

る意識を醸成する。　

b. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行にかかる情報については、「文書管理規程」に基づき、適切かつ確実に検索が容易な

状態で保存・管理するとともに、情報種別に応じて適切な保存期間を定め、期間中は閲覧可能な状態を維

持することとする。

c. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制　

i.会社の損失の危険については、それぞれの担当部署において、必要に応じ、規則、業務標準、マニュアル

等を作成し、それらの周知徹底を図るものとし、新たに発生したリスクについては、代表取締役が速や

かに担当部署を定める。　

ii.代表取締役社長直属の内部監査室が、内部監査規程に基づき監査を担当する。内部監査室は必要に応じ、

監査の実施方法・実施項目の検証を行い、必要があれば監査方法の改定を行う。　

d. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制　

i.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を原則月

１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、役員人事・組織・事業計画等全社的

な意思決定事項について、慎重に協議して意思決定を行う。　

ii.取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織基本規程」「業務分掌規程」において、それぞれ

の責任者及びその責任、執行手続の詳細についての定めによるものとする。

e. 会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制　

子会社などのリスク情報の有無を監査するため、内部監査室を中心とした定期的な監査を実施する体

制を構築する。監査の結果、子会社などに損失の危険の発生を把握した場合には、ただちに、取締役、監査

役、その他担当部署に報告される体制を構築する。　

f. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び、前

号の使用人の取締役からの独立性に関する事項　

監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。なお、使用人の任命、異

動、評価、懲戒は、監査役会の意見を尊重した上で行うものとし、当該使用人の取締役からの独立性を確保

するものとする。　

g. 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制　

監査役は取締役会に出席するほか、その他重要な会議に出席することができるとともに、重要な決議書

類等の閲覧、業務、財産状況の調査を行うことが出来る。そのため取締役及び使用人は重要な会議開催の

日程を、監査役に連絡し出席を依頼するものとする。

また、次のような緊急事態が発生した場合には、取締役及び使用人は、遅滞なく監査役に報告するもの

とする。　

i.当社の業務又は財産に重大な影響を及ぼすおそれのある法律上または財産上の諸問題

ii.その他当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実
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ｈ. その他監査役の監査が、実効的に行われることを確保するための体制　

i.常勤監査役は、取締役及び使用人から上記のとおり重要事項について常に報告を受け、また調査を必要

とする場合には管理本部、内部監査室に要請して、監査が効率的に行われる体制とする。また、監査役

会を年４回以上開催し、重要事項について協議するほか、年３回以上監査役会と会計監査人との面談

を持ち、特に財産上の問題点につき協議する。このような体制で、監査がより実効的に行われることを

確保する。　

ii.代表取締役との定期的な意見交換会を開催することに努め、また内部監査室との連携を図り、適切な意

思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。

④ 内部監査及び監査役監査の状況

当社における内部体制の監査については、内部監査担当部門である内部監査室（３名）を社長直轄に設置

し、業務執行から独立した立場で内部監査を実施しております。内部監査計画に基づき、事業運営活動が、法

令、定款及び諸規程並びに経営方針や計画に沿って行われているかを検証し、問題点の指摘と解決方法の検

討を行っております。これにより経営効率及び収益力の向上に寄与し、当社グループの健全性の保持に貢献

すると考えております。

監査役監査については、監査役会が定めた監査の方針、監査計画に従い、本社及び主要な事業所において業

務及び財産の状況を調査し、必要に応じて子会社に事業の報告を求めております。また、他の監査部門との連

係については、会計監査人及び内部監査室とは年３回以上面談を持ち意見交換、情報交換を行い、相互連係の

もとに監査を実施しております。

⑤ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

当社は、社外監査役を３名選任しており、うち当社株式の保有者は近藤嘉孝氏であります。なお、保有株式

数については「第４　提出会社の状況　５　役員の状況」を参照してください。また、それ以外の人的関係、取

引関係その他利害関係に該当する事項はありません。　

また、それ以外の人的関係、取引関係その他利害関係に該当する事項はありません。　

⑥ 会計監査の状況

当社の会計監査人である新日本監査法人と平成20年３月31日金融商品取引法に基づく監査契約を締結し

ました。なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により平成20年７月１日付をもって新日本有限責任

監査法人となっております。

 （業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数）

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

指定有限責任社員 業務執行社員 那須和良

新日本有限責任監査法人指定有限責任社員 業務執行社員 小川高広

指定有限責任社員 業務執行社員 有倉大輔

 （注）継続監査年数については、７年を超えていないため記載を省略しております。

 （監査業務にかかる補助者の構成）

 新日本有限責任監査法人

公認会計士 ４名

その他 13名

(2) リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制は、各部門担当取締役自身が各種のリスク特性を理解し、「第２　事業の状況、４　事業

等のリスク」に記載のとおり、社内でも共通認識を持つことによって、企業としての対応力強化に努めており

ます。また事案によっては、弁護士・公認会計士等の専門家によるアドバイスを適宜受けております。
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(3) 役員報酬の内容

取締役の年間報酬額　　　　249百万円　（うち社外取締役　　　　－百万円）

監査役の年間報酬額　　　　  9百万円　（うち社外監査役　 　　　9百万円）

なお、年間報酬額には役員賞与は含まれておりません。

(4) 監査報酬の内容（公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬とそれ以外の報酬に区分した内容）

① 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬額

　 金額

新日本有限責任監査法人 45百万円

当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の報酬

の額を明確に区分しておらず、かつ実質的にも区分できませんので、上記の報酬の額にはこれらの合計額を

記載しております。　

② 上記以外の報酬の金額　　　　　　　　　　　　　　 　  

　 金額

新日本有限責任監査法人 ８百万円

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）として、財務報

告に係る内部統制に対し助言・指導業務等を委託し対価を支払っております。

(5) 取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及びこの選任決議は、累積投票によらない旨を定款に

定めております。

(6) 自己の株式の取得に関する決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により、自己の株式を取得

することができる旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策を遂行することを目的とするものであ

ります。

(7) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。

(8) 剰余金の配当等の決定機関

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によっ

て毎年６月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

（以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）（以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第16期（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第17期（平

成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12

月31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）の財務諸表につい

ては新日本監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）の財務諸表については、新日本有限

責任監査法人により監査を受けております。

　なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により平成20年７月１日付をもって新日本有限責任監査法人と

なっております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年12月31日）
当連結会計年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 ※１  15,342   2,496  

２．受取手形及び売掛金 　  1,585   1,012  

３．たな卸資産 ※１  53,163   43,043  

４．その他 　  2,200   759  

貸倒引当金 　  △65   △24  

流動資産合計 　  72,225 90.4  47,286 80.0

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物及び構築物 ※１ 1,482   5,258   

減価償却累計額 　 △158 1,323  △95 5,162  

(2）土地 ※１  1,653   5,200  

(3）その他 　 58   39   

減価償却累計額 　 △39 19  △29 10  

有形固定資産合計 　  2,996 3.8  10,373 17.6

２．無形固定資産 　       

(1）のれん 　  3,727   954  

(2）その他 　  11   11  

無形固定資産合計 　  3,738 4.7  965 1.6

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  332   170  

(2）関係会社株式 　  －   10  

（3）その他 　  666   915  

貸倒引当金 　  △78   △598  

投資その他の資産合計 　  921 1.1  496 0.8

固定資産合計 　  7,656 9.6  11,835 20.0

資産合計 　  79,882 100.0  59,121 100.0
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前連結会計年度

（平成19年12月31日）
当連結会計年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形及び工事未払
金

　  13,641   3,651  

２．短期借入金 ※１  3,054   8,280  

３．一年内返済予定長期借
入金

※１  12,959   13,987  

４．未払法人税等 　  1,565   187  

５．その他 　  2,419   1,600  

流動負債合計 　  33,640 42.1  27,707 46.8

Ⅱ　固定負債 　       

１．社債 　  262   371  

２．長期借入金  ※１  23,589   23,238  

３．その他 　  1,149   851  

固定負債合計 　  25,001 31.3  24,461 41.4

負債合計 　  58,642 73.4  52,168 88.2

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  7,508 9.4  7,510 12.7

２．資本剰余金 　  7,390 9.2  7,392 12.5

３．利益剰余金 　  7,729 9.7  △6,573 △11.1

４．自己株式 　  △1,367 △1.7  △1,367 △2.3

　　株主資本合計 　  21,260 26.6  6,962 11.8

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  △10 △0.0  1 0.0

２．繰延ヘッジ損益 　  △9 △0.0  △11 △0.0

　　評価・換算差額等合計 　  △20 △0.0  △9 △0.0

純資産合計 　  21,239 26.6  6,953 11.8

負債純資産合計 　  79,882 100.0  59,121 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  69,591 100.0  33,803 100.0

Ⅱ　売上原価 　  56,973 81.9  28,850 85.3

売上総利益 　  12,618 18.1  4,953 14.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  6,345 9.1  6,227 18.5

営業利益又は営業損失
（△）

　  6,272 9.0  △1,273 △3.8

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 33   19   

２．解約違約金収入 　 93   35   

３．賃貸収入 　 572   572   

４．その他 　 116 815 1.2 99 725 2.2

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 1,062   1,165   

２．支払手数料 　 582   231   

３．賃貸原価 　 131   133   

４．貸倒引当金繰入額 　 －   88   

５．その他 　 66 1,842 2.7 109 1,727 5.1

経常利益又は経常損失
（△）

　  5,245 7.5  △2,275 △6.7

Ⅵ　特別利益 　       

１．固定資産売却益 ※２ －   776   

２．その他 　 － － － 114 891 2.6

Ⅶ　特別損失 　       

１．たな卸資産評価損 ※３ －   8,985   

２．固定資産売却損 ※４ 6   70   

３．固定資産除却損 ※５ 0   12   

４．固定資産減損損失 ※６ －   2,494   

５．その他 　 － 6 0.0 328 11,891 35.1

税金等調整前当期純利
益又は当期純損失
（△）

　  5,238 7.5  △13,276 △39.2

法人税、住民税及び事業
税

　 2,392   142   

法人税等調整額 　 △88 2,303 3.3 219 362 1.1

当期純利益又は当期純
損失（△）

　  2,934 4.2  △13,638 △40.3
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日　残高（百万円） 7,505 7,387 5,706 △0 20,599

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 2 2   4

剰余金の配当   △912  △912

当期純利益   2,934  2,934

自己株式の取得    △1,367 △1,367

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

2 2 2,022 △1,367 660

平成19年12月31日　残高（百万円） 7,508 7,390 7,729 △1,367 21,260

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年12月31日　残高（百万円） △2 △11 △14 20,585

連結会計年度中の変動額     

新株の発行    4

剰余金の配当    △912

当期純利益    2,934

自己株式の取得    △1,367

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△7 1 △6 △6

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△7 1 △6 654

平成19年12月31日　残高（百万円） △10 △9 △20 21,239

当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日　残高（百万円） 7,508 7,390 7,729 △1,367 21,260

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 2 2   4

剰余金の配当   △663  △663

当期純損失   △13,638  △13,638

自己株式の消却   △0 0 －

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

2 2 △14,302 0 △14,297

平成20年12月31日　残高（百万円） 7,510 7,392 △6,573 △1,367 6,962

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成19年12月31日　残高（百万円） △10 △9 △20 21,239

連結会計年度中の変動額     

新株の発行    4

剰余金の配当    △663

当期純損失    △13,638
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

自己株式の消却    －

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

12 △1 10 10

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

12 △1 10 △14,286

平成20年12月31日　残高（百万円） 1 △11 △9 6,953
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分 注記
番号 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー 　   

税金等調整前当期純利益又は
当期純損失（△） 　 5,238 △13,276

減価償却費 　 30 56

のれん償却額 　 343 306

ヘッジ損益 　 △38 △8

匿名組合評価益 　 △28 △17

固定資産減損損失 　 － 2,494

たな卸資産評価損 　 － 8,985

投資有価証券評価損 　 － 72

貸倒引当金の増減額
（△減少額） 　 76 479

賞与引当金の増減額
（△減少額）

　 △5 △28

役員退職慰労引当金の
増減額（△減少額） 　 △10 52

退職給付引当金の増減
額（△減少額） 　 4 △21

受取利息及び受取配当金 　 △30 △20

支払利息 　 1,062 1,165

有形固定資産除却損 　 0 12

有形固定資産売却益 　 － △776

有形固定資産売却損 　 6 70

固定資産評価損 　 － 204

売上債権の増減額
（△増加額） 　 △109 421

たな卸資産の増減額
（△増加額） 　 △8,409 △7,726

前渡金の増減額
（△増加額） 　 △474 916

仕入債務の増減額
（△減少額） 　 △1,557 △9,990

前受金の増減額
（△減少額） 　 △660 171

その他の資産の増減額
（△増加額） 　 239 135

その他の負債の増減額
（△減少額） 　 △209 8

その他固定資産の増減
額（△減少額） 　 － △74

その他 　 △3 75

小計 　 △4,536 △16,311
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前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分 注記
番号 金額（百万円） 金額（百万円）

利息及び配当金の受取
額 　 30 24

利息の支払額 　 △1,062 △1,134

法人税等の支払額 　 △2,116 △1,516

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 　 △7,684 △18,938

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー 　   

定期預金の預入による
支出 　 △144 △0

定期預金の払戻による
収入 　 422 150

有形固定資産の取得に
よる支出 　 △8 △38

有形固定資産の売却に
よる収入 　 44 2,132

無形固定資産の取得に
よる支出 　 △0 －

投資有価証券の取得に
よる支出 　 △0 △0

連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の取得に
よる支出

※２ △3,728 －

連結子会社株式の取得
による支出 ※３ － △650

貸付けによる支出 　 △47 △114

貸付金の回収による収
入 　 21 38

預り保証金の返済によ
る支出 　 － △700

匿名組合からの分配に
よる収入 　 26 17

その他の投資の取得に
よる支出 　 △102 △325

その他の投資の回収に
よる収入 　 83 146

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 　 △3,431 656
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前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分 注記
番号 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー 　   

短期借入金の純増減額 　 △5,248 5,226

長期借入れによる収入 　 39,546 17,035

長期借入金の返済によ
る支出 　 △29,130 △16,359

社債の発行による収入 　 － 300

社債の償還 　 △58 △109

株式の発行による収入 　 4 4

自己株式の取得による
支出 　 △1,367 －

配当金の支払額 　 △910 △662

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 　 2,837 5,436

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減
額（△減少額）

　 △8,278 △12,845

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首
残高 　 23,560 15,282

Ⅵ　現金及び現金同等物期末残
高 ※１ 15,282 2,436
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

　　　　　　　　　────── 当社グループは当連結会計年度において、サブプライ
ムローン問題に端を発した不動産に係る信用収縮等の影
響により不動産流動化事業における物件売却が進まず、
販売用不動産等の時価が大幅に下落し評価減を行ったこ
とから、13,638百万円の当期純損失を計上しており、営業
キャッシュ・フローにおいても大幅なマイナスとなって
おります。
また、当連結会計年度末の連結貸借対照表の純資産の
部の金額が、前連結会計年度の決算期末における連結貸
借対照表の純資産の部の金額を下回ったこと等により、
株式会社三井住友銀行、株式会社あおぞら銀行、株式会社
みずほ銀行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をそれぞれ
エージェントとするシンジケートローン契約に付されて
いる財務制限条項に抵触しております。
当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義
が存在しております。　
当社グループは当該状況を解消すべく、不動産流動化
事業における新規物件開発は行わず、当社グループが最
も得意とする地方衛星都市を中心とした分譲マンション
事業に特化することを決定し、不動産流動化事業に係る
たな卸資産の早期の売却を進めております。
また、分譲マンションプロジェクト資金につきまして
は、従来、原則として建物竣工時に一括返済の条件で借り
入れておりましたが、より安定した資金繰り運営を行う
必要から、建物竣工後の販売スケジュールに対応した分
割返済への返済条件の変更を取引金融機関に要請し、当
連結会計年度中に返済期限の到来した借入金の一部につ
いては、返済条件変更に応じていただきました。今後返済
期限の到来する借入金についても同様の要請を行い返済
条件の変更を進めており、今後も継続して支援する意向
との回答を得ております。
損益の改善策としては、当社グループの全資源を分譲
マンション事業へ集約し、それに伴う組織変更及び人員
配置の適正化、ならびに賃借料や広告宣伝費等を見直す
ことにより販売費及び一般管理費を大幅に削減し、翌連
結会計年度以降の事業安定化を図ってまいる所存であり
ます。
財務制限条項に抵触している件につきましては、株式
会社みずほ銀行をエージェントとするシンジケートロー
ン契約については平成20年９月５日付にて、株式会社あ
おぞら銀行をエージェントとするシンジケートローン契
約については平成20年12月８日付にて、株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行をエージェントとするシンジケートローン
契約については平成21年１月20日付にて、それぞれ不動
産等を担保提供すること等を条件に平成20年12月期決算
において期限の利益喪失の猶予の承諾をいただいており
ます。
また、株式会社三井住友銀行をエージェントとするシ
ンジケートローン契約については、契約上正式な猶予手
続きはまだ完了しておりませんが、期限の利益の喪失請
求についてご猶予いただけるか否かについて予め諮りま
したところ、平成21年1月30日付にてご猶予いただける旨
のご回答を書面にて頂いております。　
以上の理由から当連結会計年度における連結財務諸表
は継続企業を前提に作成されており、このような重要な
疑義の影響を連結財務諸表には反映しておりません。　
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項   連結子会社の数　　　２社

株式会社　サンシティビルド 

株式会社　地建

株式会社地建については、当連結会計

年度において新たに株式を取得したた

め、連結の範囲に含めております。 

(1)連結子会社の数　　　２社

連結子会社名

株式会社　サンシティビルド 

株式会社　地建

  (2)主要な非連結子会社の名称

株式会社サンシティリセール

（連結の範囲から除外した理由）

　非連結子会社の総資産、売上高、当期

純利益及び利益剰余金等がいずれも少

額であり、全体として連結財務諸表に

重要な影響を及ぼさないものであるた

め、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 持分法を適用しない非連結子会社及び関

連会社のうち主な会社の名称

株式会社サンシティリセール

（持分法を適用していない理由）

　持分法を適用していない非連結子会社

は、当期純利益及び利益剰余金等がいず

れも少額であり、全体として連結財務諸

表に重要な影響を及ぼさないものであ

るため、持分法の適用範囲から除外して

おります。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち株式会社サンシティ

ビルドの決算日は11月30日であり、連結決

算日との差は３ヶ月以内であるため、連結

財務諸表の作成にあたっては、同日現在の

財務諸表を基礎としております。　

なお、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

 

 

(1)有価証券

 　　その他有価証券

①　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

 

 

(1)有価証券

 　　その他有価証券

①　時価のあるもの

同左

 ②　時価のないもの

移動平均法による原価法を採用し

ております。

なお、匿名組合契約に基づく出資

（金融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な最近の決

算書類を基礎とし、損益の純額に対

する持分相当額を取込む方法によっ

ております。

②　時価のないもの

同左

  (2)たな卸資産

①  販売用不動産及び仕掛販売用不動

産

個別法による原価法を採用してお

ります。

 (2)たな卸資産

①  販売用不動産及び仕掛販売用不動

産

同左

 ②　貯蔵品

最終仕入原価法を採用しておりま

す。

②　貯蔵品

同左

 (3)デリバティブ取引 

  時価法を採用しております。

(3)デリバティブ取引 

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

　

(1)有形固定資産

定率法によっております。　　

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。  

建物び構築物　８年～50年

(1)有形固定資産

同左

 　

 

 

 

 

（追加情報）

当社及び国内連結子会社は、法人税法

改正に伴い、平成19年３月31日以前に

取得した資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した連結

会計年度の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。

この変更に伴う、損益に与える影響は

軽微であります。　

 (2)無形固定資産  　　　　　　　

定額法によっております。

(2)無形固定資産  　　　　　　　

同左

 　 (3)長期前払費用

定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(1)貸倒引当金

同左

 (2)賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備える

ため、賞与支給見込額のうち、当連結会

計年度の負担に属する部分を計上して

おります。

(2)賞与引当金

同左

 (3)退職給付引当金 

当社及び連結子会社１社は、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における簡便法（期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法）に

よる退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、連結会計年度末において

発生していると認められる額を計上し

ております。

なお、当連結会計年度末における当社

については、年金資産が退職給付債務

を16百万円上回ったため、投資その他

の資産のその他に含めて計上しており

ます。

(3)退職給付引当金 

当社及び連結子会社１社は、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における簡便法（期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法）に

よる退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、連結会計年度末において

発生していると認められる額を計上し

ております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 (4)役員退職慰労引当金 

当社及び連結子会社１社は、役員の退

職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

 

(5) 重要なヘッジ会計の方法  (1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

 (1)ヘッジ会計の方法

同左

　  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ取引　

ヘッジ対象：借入金利息

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　  (3)ヘッジ方針

将来の借入金の金利上昇リスクに対

し、借入額の範囲内で金利スワップ取

引によりヘッジを行う方針でありま

す。

また、ヘッジ会計の中止に伴って発生

した評価差額は、ヘッジ対象の満期ま

での期間にわたって金利の調整として

各期の損益に配分しております。

 (3)ヘッジ方針

同左

　  (4)ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計を比較し、両者の変

動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を

評価しております。

 (4)ヘッジ有効性評価の方法

同左

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(1)消費税等の会計処理

同左

 　 (2)繰延資産の処理方法

　①株式交付費

　支出時に全額費用処理しておりま

す。

　②社債発行費

　支出時に全額費用処理しておりま

す。

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

６．のれんの償却に関する事

項

のれんの償却については、その効果が発

現すると見積られる期間（主として10

年）で均等償却を行っております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

　

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 （有形固定資産の減価償却方法） 

当連結会計年度より、平成19年度の法人税法の改正

に伴い、平成19年４月１日以降取得の有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に規定する償却方法に変

更いたしました。

なお、この変更による影響額は軽微であります。

　　　　　　　　　──────

 （企業結合に係る会計基準等） 

当連結会計年度より「企業結合に係る会計基準

（企業会計審議会　平成15年10月31日）」及び「事業

分離等に関する会計基準（企業会計基準第７号　平成

17年12月27日）」並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針（企業会計基準

適用指針第10号　最終改正平成18年12月22日）」を適

用しております。

 

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 （連結貸借対照表） 

１．前連結会計年度まで、有形固定資産の「その他」に

含めて表示しておりました「建物及び構築物」は、当

連結会計年度において、資産総額の100分の１を超え

たため、区分掲記することにしました。

なお、前連結会計年度の有形固定資産の「その他」

に含まれる「建物及び構築物」は131百万円でありま

す。

２．前連結会計年度まで、「無形固定資産」に含めて表

示しておりました「のれん」は、当連結会計年度にお

いて、資産総額の100分の１を超えたため、当連結会計

年度において区分掲記することにしました。

なお、前連結会計年度の「無形固定資産」に含まれ

る「のれん」は49百万円であります。

　　　　　　　　　──────

追加情報

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 （たな卸資産）

当連結会計年度において、保有目的の変更によりたな

卸資産から建物及び構築物へ691百万円、土地へ209百万

円振替えております。

 （たな卸資産）

当連結会計年度において、保有目的の変更によりたな

卸資産から建物及び構築物へ4,279百万円、土地へ4,582百

万円振替えております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成20年12月31日現在）

※１．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

 （百万円）

※１．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

 （百万円）

定期預金 50

販売用不動産 391

仕掛販売用不動産 22,459

建物及び構築物 523

土地 1,282

 計 24,707

普通預金 14

定期預金 50

販売用不動産 12,264

仕掛販売用不動産 25,670

建物及び構築物 5,083

土地 5,095

 計 48,177

　なお、上記の他連結上相殺消去しております関係

会社株式6,500百万円があります。

　上記の他連結上相殺消去しております関係会社株

式5,310百万円があります。

　

  担保付債務は次のとおりであります。

　

  担保付債務は次のとおりであります。

  （百万円）

短期借入金 351

一年内返済予定長期借入

金
6,239

長期借入金 19,730

計 26,321

  （百万円）

短期借入金 5,673

一年内返済予定長期借入

金
13,442

長期借入金 22,508

計 41,624

　なお、上記の他に、短期借入金1,631百万円、一年内

返済予定長期借入金5,751百万円及び長期借入金

3,435百万円に対して、販売用不動産1,194百万円及

び仕掛販売用不動産9,139百万円を登記留保として

提供しております。

　なお、上記のほか、不動産売却取引の一部を金融取

引として会計処理したため、担保に供している資産

および担保付債務として処理したものは次のとお

りであります。

  （百万円）

 販売用不動産 2,063

仕掛販売用不動産 742

計 2,805
  

  （百万円）

短期借入金 2,367

長期借入金 115

計 2,482

２．受取手形の期末裏書高は、255百万円であります。 ２．受取手形の期末裏書高は、154百万円であります。

３. 偶発債務 ３. 偶発債務

　次の関係会社について、平成19年12月12日付の金

融機関からの借入に対し債務保証を行っておりま

す。

保証先 金額(百万円) 内容

株式会社サンシ

ティビルド
200 運転資金

　分譲マンション購入者の住宅ローンに対して債務

保証を行っております。

保証先 金額(百万円)

個人（７名） 21
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前連結会計年度
（平成19年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成20年12月31日現在）

４.　当社においては、運転資金の効率的な調達を行　うた

め取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。これら契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次のとおりであります。

  （百万円）

４．　　　　　　　──────

貸出コミットメントの総

額

800

借入実行残高 －

計 800

 

５．　　　　　　　────── ５．財務制限条項

(1) 当社は、株式会社三井住友銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加行４行、返済期限

平成23年９月30日、当連結会計年度末借入金残高

4,162百万円）を締結しております。当該契約には、

下記の財務制限条項が付されており、これに抵触し

た場合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの

通知があれば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金

並びに利息及び精算金等を支払う義務を負ってお

ります。

① 各年度の決算日における単体の貸借対照表にお

ける自己資本（純資産の部の合計金額から新株予

約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金

額）の合計金額を、平成17年12月の本決算期の末日

における自己資本の合計金額の75％、または直前決

算期末の自己資本の合計金額の75％以上のいずれ

か高いほうに維持すること。

② 各年度の決算期の末日の報告書等に記載される

連結損益計算書及び単体の損益計算書における経

常損益を損失としないこと。

     なお、当連結会計年度末の連結損益計算書上で経

常損失となったため、財務制限条項に抵触しまし

た。契約上正式な猶予手続きはまだ完了しておりま

せんが、期限の利益の喪失請求についてご猶予いた

だけるか否かについて予め諮りましたところ、平成

21年1月30日付にてご猶予いただける旨のご回答を

書面にて頂いております。　
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前連結会計年度
（平成19年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成20年12月31日現在）

 (2) 当社は、株式会社あおぞら銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加金融機関等９社、

返済期限平成22年６月30日、当連結会計年度末借入

金残高6,465百万円）を締結しております。当該契約

には下記の財務制限条項が付されており、これに抵

触した場合、多数貸付人の請求に基づくエージェン

トの通知があれば、借入金並びに利息及び精算金等

を支払う義務を負っております。

① 各事業年度の末日における連結及び単体の貸借

対照表における純資産の部の金額（但し、連結の貸

借対照表においては純資産の部の金額から繰延

ヘッジ損益、新株予約権及び少数株主持分を控除し

た金額であり、単体の貸借対照表においては純資産

の部の金額から繰延ヘッジ損益及び新株予約権を

控除した金額をいう。）を直前の事業年度のそれぞ

れ連結及び単体の貸借対照表における純資産の部

の金額の75％以上に維持すること。

② 各事業年度の末日にかかる連結及び単体の損益

計算書上の営業損益及び経常損益がそれぞれ営業

損失及び経常損失とならないこと。

　なお、当連結会計年度末の連結貸借対照表の純資

産の部の金額（繰延ヘッジ損益を除いた金額）が

直前の連結会計年度末の連結貸借対照表における

純資産の部の金額の75％を下回ったため、かつ当連

結会計年度の連結損益計算書上の営業損益及び経

常損益がそれぞれ営業損失及び経常損失となった

ため、財務制限条項に抵触しましたが、既に平成20

年12月８日付にて預金を担保提供することを条件

に平成20年12月期決算において期限の利益喪失猶

予のご承諾をいただきました。　
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前連結会計年度
（平成19年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成20年12月31日現在）

 (3) 当社は、株式会社みずほ銀行をエージェントとする

シンジケートローン契約（参加金融機関等８社、返

済期限平成24年６月25日、当連結会計年度末借入金

残高3,119百万円）を締結しております。当該契約に

は下記の財務制限条項が付されており、これに抵触

した場合、多数貸付人の請求に基づくエージェント

の通知があれば、期限の利益を喪失し、直ちに借入

金並びに利息及び精算金等を支払う義務を負って

おります。   

① 平成19年６月以降の決算期の末日および中間決

算の日において、以下の各号の条件を充足するこ

と。

Ⅰ 貸借対照表（連結ベース）の純資産の部の金

額を平成18年12月決算期末日における貸借対照

表（連結ベース）の純資産の部の金額以上に維

持すること。

Ⅱ 貸借対照表（単体ベース）の純資産の部の金

額を平成18年12月決算期末日における貸借対照

表（単体ベース）の純資産の部の金額以上に維

持すること。

② 平成19年12月以降の決算期の末日において、以

下の各号の条件を充足すること。

Ⅰ 損益計算書（連結ベース）の経常損益につ

き、２期連続して損失を計上しないこと。

Ⅱ 損益計算書（単体ベース）の経常損益につ

き、２期連続して損失を計上しないこと。 　

   　なお、当連結会計年度末の連結貸借対照表の純資

産の部の金額が平成18年12月決算期末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額を下回ったた

め、財務制限条項に抵触しましたが、既に平成20年

９月５日付にて不動産を担保提供することを条件

に平成20年12月期中間決算及び平成20年12月期決

算において期限の利益喪失猶予のご承諾をいただ

きました。
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前連結会計年度
（平成19年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成20年12月31日現在）

 (4) 当社は、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェン

トとするシンジケートローン契約（参加行３行、返

済期限平成22年４月30日、当連結会計年度末借入金

残高3,659百万円）を締結しております。当該契約に

は下記の財務制限条項が付されており、これに抵触

した場合、多数貸付人の請求に基づきエージェント

の通知があれば、借入金並びに利息及び精算金等を

支払う義務を負っております。

① 各年度の決算期の末日における単体の貸借対照

表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前

の決算期の末日における単体の貸借対照表におけ

る純資産の部の金額以上にそれぞれ維持すること。

② 各年度の決算期の末日における連結の貸借対照

表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前

の決算期の末日における連結の貸借対照表におけ

る純資産の部の金額以上にそれぞれ維持すること。

③ 各年度の決算期に係る単体の損益計算書上の経

常損益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこ

と。

④ 各年度の決算期に係る連結の損益計算書上の経

常損益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこ

と。　

　なお、当連結会計年度末の連結貸借対照表の純資

産の部の金額が直前の連結会計年度末の連結貸借

対照表の純資産の部の金額を下回ったため、かつ当

連結会計年度の連結損益計算書上で経常損失を計

上したため、財務制限条項に抵触しましたが、既に

平成21年１月20日付にて不動産を担保提供するこ

とを条件に平成20年12月期決算において期限の利

益喪失猶予のご承諾をいただきました。　　　　　　
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

（百万円）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

（百万円）

給料手当 962

賞与引当金繰入額 26

役員退職慰労引当金繰入

額 
29

退職給付費用 69

広告宣伝費 1,665

支払手数料 1,085

減価償却費 16

給料手当 1,127

賞与引当金繰入額 4

役員退職慰労引当金繰入

額 
85

退職給付費用 87

広告宣伝費 1,221

支払手数料 566

減価償却費 17

貸倒引当金繰入額 390

※２．　　　　　　　────── ※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

（百万円）

建物及び構築物 599

土地 177

その他 0

　計 776

※３．　　　　　　　────── ※３．たな卸資産評価損の内訳は次のとおりであります。

（百万円）

販売用不動産 1,912

仕掛販売用不動産 7,072

　計 8,985

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

（百万円）

建物及び構築物 6

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

（百万円）

土地 70

その他 0

　計 70

※５．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

（百万円）

その他 0

※５．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

（百万円）

建物及び構築物 9

その他 3

　計 12
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前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※６．　　　　　　　────── ※６．固定資産減損損失

　当連結会計年度において、以下の資産グループについ

て固定資産減損損失を計上しました。

（百万円）

場所又は会社 用途 金額 種類

連結子会社

㈱地建
― 2,466 のれん

東京都千代

田区等
事務所 27

建物及び構

築物

　計 2,494 　

　当社グループは、原則として賃貸用資産については、

個別資産ごとにグルーピングを行い、それ以外の共用

資産又はのれんについて、事業部門等のより大きな単

位でグルーピングしております。

  連結子会社、株式会社地建に係るのれんについては、

不動産市況の著しい悪化等の影響により、通期業績が

予算未達となったことから、株式会社地建の中期事業

計画を見直した結果、株式買収時に予定していた超過

収益力が一部見込めなくなったため、また、事務所につ

いては、当社の本社事務所の移転を取締役会で決定し

た事により帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を固定資産減損損失として特別損失に計上しま

した。

　なお、当資産グループの回収可能価額については、使

用価値により測定しております。のれんの使用価値は、

割引キャッシュフロー（ＤＣＦ）方式を採用し、今後

８年間のキャッシュフロー予測を基に割引率６％を適

用して算定し、事務所の使用価値は将来キャッシュフ

ローがマイナスとなるためゼロとして算定しておりま

す。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 536,748.70 608.00 － 537,356.70

合計 536,748.70 608.00 － 537,356.70

自己株式     

普通株式（注）２ 2.70 26,864.00 － 26,866.70

合計 2.70 26,864.00 － 26,866.70

（注）１．発行済株式総数の増加は、第１回新株予約権の行使によるものであります。

２．自己株式の株式数の増加は、市場買付けによるもであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月28日

定時株主総会
普通株式 912 1,700 平成18年12月31日 平成19年３月29日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議予定）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月27日

定時株主総会
普通株式 663 利益剰余金 1,300 平成19年12月31日 平成20年３月28日

当連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１・２ 537,356.70 608.00 0.70 537,964.00

合計 537,356.70 608.00 0.70 537,964.00

自己株式     

普通株式（注）２ 26,866.70 － 0.70 26,866.00

合計 26,866.70 － 0.70 26,866.00

（注）１．発行済株式総数の増加は、第１回新株予約権の行使によるものであります。

２．発行済株式総数及び自己株式の株式数の減少は、自己株式の消却によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月27日

定時株主総会
普通株式 663 1,300 平成19年12月31日 平成20年３月28日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
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　　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成19年12月31日現在）

（百万円）

（平成20年12月31日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 15,342 

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△60 

現金及び現金同等物 15,282 

現金及び預金勘定 2,496

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△60

現金及び現金同等物      2,436

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった株式

会社地建の連結開始時における資産及び負債の内訳

並びに子会社株式の取得による支出（純額）との関

係は次のとおりであります。

※２．　　　　　　　──────

　

 （百万円）

流動資産 15,077

固定資産 2,122

のれん 4,018

流動負債 △11,213

固定負債 △3,505

当連結会計年度に取得した株式

の取得価額
6,500

未払金 △650

新規連結子会社の現金及び現金

同等物
△2,121

子会社株式取得による支出 3,728

　  

 

※３．　　　　　　　──────

　

※３．前連結会計年度における株式会社地建の株式取得

にかかる未払金の支払であります。
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

31 5 25

有形固定資産
その他
（器具及び備
品） 

54 26 27

合計 86 32 53

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

31 12 19

有形固定資産
その他
（器具及び備
品） 

97 38 59

合計 129 51 78

(2)　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2)　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

　 （百万円）

１年内 16

１年超 39

合計 55

　 （百万円）

１年内 24

１年超 55

合計 80

(3)　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額、減損損失

(3)　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額、減損損失

　 （百万円）

支払リース料 16

減価償却費相当額 14

支払利息相当額 1

　 （百万円）

支払リース料 24

減価償却費相当額 22

支払利息相当額 2

(4)　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4)　減価償却費相当額の算定方法

同左

(5)　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5)　利息相当額の算定方法

同左

２． オペレーティング・リース取引 ２． オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

　 （百万円）

１年内 3

１年超 4

合計 7

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

　 （百万円）

１年内 3

１年超 8

合計 12

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 

種類

前連結会計年度
（平成19年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成20年12月31日現在）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1)株式 － － － 2 4 1

(2)債券 － － － － － －

(3)その他 － － － － － －

小計 － － － 2 4 1

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1)株式 25 17 △8 1 0 △0

(2)債券 － － － － － －

(3)その他 105 92 △12 53 53 －

小計 130 109 △21 54 54 △0

合計 130 109 △21 56 58 1

（注）  その他有価証券で時価のある株式等の減損処理にあたっては、当該連結会計年度末日の時価が取得原価の70％

以下の銘柄についてその適用対象としております。ただし、当該期末日の時価が取得原価の70％以下、50％超の銘

柄については、過去１年間を通じて時価が取得原価の70％以下である場合に減損処理を行うこととしておりま

す。

　　　　表中の「取得原価」は減損後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券

評価損72百万円を計上しております。

　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

種　類

前連結会計年度
（平成19年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成20年12月31日現在）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1)その他有価証券

非上場株式

非上場債券

その他

(2)関係会社株式

 

11

100

111

－

 

12

100

－

10

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　

前連結会計年度（平成19年12月31日） 当連結会計年度（平成20年12月31日）

１年以内
（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１年以内
（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１．債券         

(1）社債 － － 100 － － － 100 －

２．その他 － － 111 － － － － －

合計 － － 211 － － － 100 －
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

(1）取引の内容

金利スワップ取引 

(1）取引の内容

同左

(2）取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引の利用目的

デリバティブ取引は、借入金利の将来の上昇リスクを

回避する目的で利用しております。

(3）取引の利用目的

同左

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、一部の金利スワップ取引については、ヘッ

ジ会計の適用要件を充足しなくなったものについ

ては、ヘッジ会計の適用を中止しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ取引

ヘッジ対象：借入金利息 

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

将来の借入金の金利上昇リスクに対し、借入額

の範囲内で金利スワップ取引によりヘッジを行う

方針であります。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比

較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性

を評価しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）取引に係るリスクの内容

当社が利用している金利スワップ取引は、変動金利を

固定金利に交換するものであるため、将来の市場金利変

動リスクはほとんどないと判断しております。

なお、デリバティブ取引の契約先は信用度の高い国内

の銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスクは

ほとんどないと認識しております。

(4）取引に係るリスクの内容

同左

(5）取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の実行及び管理は、取引権限及び取

引限度額等を定めた「デリバティブ取引管理規程」に

従い、管理本部長の決裁により実行しております。

(5）取引に係るリスク管理体制

同左

２．取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の種類、契約額等、時価及び評価損益

（金利関連）
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区分 種類

前連結会計年度末（平成19年12月31日） 当連結会計年度末（平成20年12月31日）

契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

市場取引以外

の取引

金利スワップ取引         

受取変動・支払固定 2,700 2,700 △10 1 － － － －

受取変動・支払変動 300 300 △4 9 300 300 △2 1

受取固定・支払固定 1,850 1,850 △26 37 750 750 △16 8

合計 4,850 4,850 △41 48 1,050 1,050 △18 10

（注）１．時価の算定方法

取引金融機関から提示された価格によっております。 

２．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度、規約型確定給付企業年金制度及び厚生年金基金

制度を併用しております。なお、厚生年金基金制度は、全国宅地開発厚生年金基金に加入しております。 

当連結会計年度において、当社は適格退職年金制度を廃止し、平成20年４月１日より確定給付企業年金法に基

づく規約型確定給付企業年金制度に移行しております。　

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであります。　

(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月31日現在）　

　年金資産の額　　　　　　　　　　　31,483百万円

　年金財政計算上の給付債務の額      37,939百万円

　差引額　　　　　　　　　　　　　 △6,456百万円　　

　

(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）　

3.12%

　

(3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高1,263百万円及び当年度剰余金（△不足

金）△5,192百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は、期間14年の元利均等償却でありま

す。

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。
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２．退職給付債務及びその内訳

 
前連結会計年度

（平成19年12月31日現在）

当連結会計年度

（平成20年12月31日現在）

(1)退職給付債務（百万円） △76 △47

(2)年金資産（百万円） 66 42

(3)未積立退職給付債務(1)＋(2)（百万円） △10 △5

(4)前払年金費用（百万円） 16 －

(5)退職給付引当金（百万円） 26 △5

　（注）１．当社及び連結子会社は退職給付債務算定にあたり、簡便法を採用しております。

２．当社及び連結子会社は総合設立型の厚生年金基金に加入しており、自社の拠出に対応する年金資産の額を合

理的に計算できないため、当該厚生年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。

　なお、掛金拠出割合により計算した年金資産の額は次のとおりであります。

前連結会計年度　　1,076百万円 　

３．退職給付費用の内訳

 
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

退職給付費用（百万円） 84 96

(1)勤務費用（百万円） 84 96

(追加情報）　

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平成19

年５月15日）を適用しております。　
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成15年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
役員　　　　 9名

従業員　　　83名

ストック・オプション数

（注）
普通株式　11,776株

付与日 平成15年３月26日

権利確定条件

新株予約権の割当てを受け

たものは、権利行使時におい

ても当社または当社子会社

の取締役及び従業員である

ことを要する。 

対象勤務期間  定めはありません。

権利行使期間
 自　平成17年４月１日

 至　平成20年３月31日

 （注）株式分割をしておりますので、株式分割後の株式数に換算して記載しております。

　

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成15年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 5,632

権利確定 0

権利行使 608

失効 0

未行使残 5,024

②　単価情報

 
平成15年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） １株当たり　8,200

行使時平均株価　　　　　（円） 66,850

公正な評価単価（付与日）（円） －

 （注）会社法施行日前に付与されたストックオプションであるために、公正な評価単価は記載しておりません。
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当連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成15年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
役員　　　　 9名

従業員　　　83名

ストック・オプション数

（注）
普通株式　11,776株

付与日 平成15年３月26日

権利確定条件

新株予約権の割当てを受け

たものは、権利行使時におい

ても当社または当社子会社

の取締役及び従業員である

ことを要する。 

対象勤務期間  定めはありません。

権利行使期間
 自　平成17年４月１日

 至　平成20年３月31日

 （注）株式分割をしておりますので、株式分割後の株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成15年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株） －

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 5,024

権利確定 －

権利行使 608

失効 4,416

未行使残 －

②　単価情報

 
平成15年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） １株当たり　8,200

行使時平均株価　　　　　（円） 20,943

公正な評価単価（付与日）（円） －

 （注）会社法施行日前に付与されたストックオプションであるために、公正な評価単価は記載しておりません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成20年12月31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）  （百万円）

未払事業税損金不算入  124

賞与引当金繰入限度超過額  14

役員退職慰労引当金損金不算

入額

 
101

貸倒引当金繰入限度超過額  53

広告宣伝費否認  36

土地評価損  265

その他  81

繰延税金資産小計  677

評価性引当額   △300

繰延税金資産計  377

（繰延税金負債）   

前払年金費用  6

その他  9

繰延税金負債計  16

繰延税金資産の純額  360

（繰延税金資産）  （百万円）

役員退職慰労引当金損金不算

入額

 
122　

貸倒引当金繰入限度超過額  364　

たな卸資産評価損  3,060　

投資損失引当金  482　

繰越欠損金  1,192　

その他  373　

繰延税金資産小計  5,595　

評価性引当額  △5,470　

繰延税金資産計  125　

（繰延税金負債）   

繰延税金負債計  －　

繰延税金資産の純額  125　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　

　  （％）

法定実効税率

（調整）

 
40.60

のれん償却  2.67

タックスクッション  0.55

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目

 
0.43

税務上の繰越欠損金の利用  △0.39

住民税均等割  0.27

その他  △0.15

税効果会計適用後の法人税等

の負担率

 
43.98

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

当連結会計年度につきましては、税金等調整前当期純

損失を計上しているため、記載を省略しております。
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 (企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　　至　平成19年12月31日)

　

パーチェス法適用

１．企業結合の概要

 被取得企業の名称 株式会社地建

被取得企業の事業の内容 分譲マンション事業、分譲戸建事業、賃貸事業

 企業結合を行った主な理由 東海、甲信越、北陸地区での分譲マンション事業等の拡大をはかるため

 企業結合日 平成19年４月２日

 企業結合の法的形式 当社が株式会社地建の株式を100％取得

 取得した議決権比率 100％

 結合後企業の名称 株式会社地建

　

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の事業の業績の期間

　　　　平成19年４月１日から平成19年12月31日まで

　

３．被取得企業の取得原価及び内訳

  (1) 被取得企業の取得原価    6,500百万円

  (2) 取得原価の内訳  株式取得費用   6,500百万円

　 　 　

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

  (1) のれんの金額  4,018百万円

  (2) 発生原因 平成19年３月31日現在で評価した同社資産と負債及び株式取得原価との差額

  (3) 償却方法及び償却期間 10年間の均等償却を行っております。

　

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

 流動資産  15,077百万円

 固定資産   2,122百万円

 資産計  17,200百万円

 流動負債  11,213百万円

 固定負債   3,505百万円

 負債計  14,718百万円

　

６．当該企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定したときの当期の連結損益計算書への影響の概算額

 売上高及び損益情報  

 売上高  2,697百万円

 経常利益  　318百万円

 当期純利益  　174百万円

 （概算額の算定方法及び重要な前提条件）

　上記「売上高及び損益情報」は、被取得企業の平成19年１月１日から平成19年３月31日までの売上高及び経常

利益並びに当期純利益の額を基礎に算定しております。

　なお、当該注記は、新日本監査法人の監査証明は受けておりません。

当連結会計年度（自　平成20年１月１日　　至　平成20年12月31日)

　

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　
分譲マン
ション事業
（百万円）

不動産流動
化事業
（百万円）

その他の事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去または
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 29,570 37,535 2,485 69,591 － 69,591

(2）セグメント間の内部売上

高または振替高
－ － 911 911 (911) －

計 29,570 37,535 3,397 70,503 (911) 69,591

営業費用 28,267 32,569 3,034 63,872 (552) 63,319

営業利益 1,303 4,965 362 6,631 (359) 6,272

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 35,418 25,719 4,392 65,530 14,351 79,882

減価償却費 10 0 15 26 4 30

資本的支出 4 － 2 6 4 11

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な商品

(1)分譲マンション事業・・・・・・分譲マンションの企画・開発・販売

(2)不動産流動化事業・・・・・・・賃貸用マンションや商業施設の企画・開発・売却または中古オフィスビ　

ル等の買取り、売却

(3)その他の事業 ・・・・・・・・ 賃貸業務・耐震補強工事・分譲マンションの内装工事等

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用は324百万円であり、その主なものは、親

会社の管理部門に係る費用です。

４．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は14,351百万円であり、その主なものは、当社で

の余資金運用資金（現預金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。

当連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

　

分譲マン
ション事
業
（百万
円）

不動産流
動化事業
（百万円）

不動産賃
貸事業
（百万
円）

その他の
事業
（百万
円）

計
（百万
円）

消去また
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 24,384 6,378 404 2,636 33,803 － 33,803

(2）セグメント間の内部売上

高または振替高
－ － － 1,019 1,019 (1,019) －

計 24,384 6,378 404 3,656 34,823 (1,019) 33,803

営業費用 25,011 6,752 312 3,552 35,628 (  551) 35,077

営業利益又は営業損失

（△）
△627 △373 91 104 △805 (  468) △1,273

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出
       

資産 28,225 16,607 10,118 1,705 56,656 2,465 59,121

減価償却費 10 － 36 2 49 6 56
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分譲マン
ション事
業
（百万
円）

不動産流
動化事業
（百万円）

不動産賃
貸事業
（百万
円）

その他の
事業
（百万
円）

計
（百万
円）

消去また
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

減損損失　 2,327 － 139 － 2,466 27 2,494

資本的支出 4 － － － 4 34 38

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な商品

(1)分譲マンション事業・・・・・・分譲マンションの企画・開発・販売

(2)不動産流動化事業・・・・・・・賃貸用マンションや商業施設の企画・開発・売却または中古オフィスビ　

ル等の買取り、売却

(3)不動産賃貸事業・・・・・・・・賃貸用マンションや商業施設等の賃貸業務

(4)その他の事業 ・・・・・・・・ 分譲マンションの内装工事等

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用は468百万円であり、その主なものは、親

会社の管理部門に係る費用です。

４．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は2,465百万円であり、その主なものは、当社での

余資金運用資金（現預金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。

５．事業区分の方法については、従来、事業の種類・性質の類似性の観点から３区分しておりましたが、当連結会

計年度において当社保有不動産の保有目的を変更し、たな卸資産から固定資産に振替えたことにより、「そ

の他の事業」の区分に属していた「不動産賃貸事業」の資産が全資産の10％を超えたため、「不動産賃貸事

業」を独立した事業区分とし、「その他の事業」から別掲することといたしました。

　　なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分すると

次の通りになります。
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前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　

分譲マン
ション事
業
（百万
円）

不動産流
動化事業
（百万円）

不動産賃
貸事業
（百万
円）

その他の
事業
（百万
円）

計
（百万
円）

消去また
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 29,570 37,535 390 2,095 69,591 － 69,591

(2）セグメント間の内部売上

高または振替高
－ － － 911 911 (  911) －

計 29,570 37,535 390 3,006 70,503 (  911) 69,591

営業費用 28,267 32,569 275 2,759 63,872 (  552) 63,319

営業利益 1,303 4,965 114 247 6,631 (  359) 6,272

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本

的支出
       

資産 35,418 25,719 2,497 1,895 65,530 14,351 79,882

減価償却費 10 0 12 3 26 4 30

資本的支出 4 － 0 2 6 4 11

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が100％のため所在地

別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が100％のため所在地

別セグメント情報の記載を省略しております。

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　海外売上高がないため海外売上高の記載を省略しております。

当連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

　海外売上高がないため海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

(1) 役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の兼
任等
（人）

事業上の
関係

役員  花島　伸行  － －
当社社外

監査役
－ －  － 土地仕入 79 － －

　（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社土地の仕入については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

３．花島伸行は、弁護士であり破産者瀬戸貢、破産者株式会社瀬戸工業所の破産管財人としての取引であります。

当連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 41,606円68銭

１株当たり当期純利益金額 5,505円60銭

潜在株式調整後１株当たり　　　　　当期

純利益金額
5,493円94銭

１株当たり純資産額 13,604円49銭

１株当たり当期純損失金額 26,691円00銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、

次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額
  

当期純利益又は当期純損失（△）（百万

円）
2,934 △13,638

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（百万円）
2,934 △13,638

期中平均株式数（株） 533,086 510,984

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 608 －

（うち新株予約権） （608） （ － ）
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

    　当社は、平成20年３月24日開催の取締役会決議に

基づき（仮称）仙台長町南複合施設プロジェクト

に係るプロジェクト資金に充当するため、平成20

年３月26日付をもって、株式会社三菱東京ＵＦＪ

銀行をアレンジャー及びエージェントとするシン

ジケートローン契約（融資総額4,500百万円）を締

結しております。なお、当該シンジケートローンの

主な契約内容は以下のとおりであります。

金額　　　:4,500百万円

契約期間　:２年間

参加行　　:株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

株式会社北都銀行

株式会社秋田銀行

金利　　　:日本円TIBOR（３ヶ月）＋1.6％

担保　　　:土地、建物

　　　また、当該契約に伴い、アレンジメントフィー70百

万円（消費税等含む）を平成20年３月26日に支

払っております。

１. 重要な資産の担保提供

(1) 当社は平成21年１月20日付で、財務制限条項に抵

触した株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェン

トとするシンジケートローン契約について、株式会

社地建（連結子会社）の販売用不動産を担保提供

することを条件に期限の利益喪失の猶予の承諾を

頂いており、平成21年１月29日付で、当該資産を担

保提供しております。当該資産の担保提供時の簿価

は346百万円であります。

(2) 当社は平成21年２月３日付で、株式会社フジタと

山形ミッドランドタワーウェストの建築代金の支

払い条件変更に合意し、平成21年３月27日（建物完

成引渡時）において、当該建物及び土地を担保提供

しております。　

なお、当該資産の担保提供時の簿価（概算）は

2,845百万円であります。

また、当該物件は当連結会計年度末において、金

融機関に担保提供されております。

(3) 当社は平成21年３月12日付で、安藤建設株式会社

と（仮称）サンヴァーリオ蔵前の建築代金の支払

い条件変更に合意し、平成21年３月27日（建物完成

引渡日）において、当該建物及び土地を担保提供し

ております。　

なお、当該資産の担保提供時の簿価（概算）は

1,273百万円であります。

また、当該物件は当連結会計年度末において、金

融機関に担保提供されております。

(4) 当社は平成21年３月13日付で、東海興業株式会社

とサンデュエル名取の建築代金の支払い条件変更

に合意し、平成21年３月13日（建物完成引渡日）に

おいて、当該建物及び土地を担保提供しておりま

す。

なお、当該資産の担保提供時の簿価（概算）は

651百万円であります。

また、当該物件は当連結会計年度末において、金

融機関に担保提供されております。
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前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 ２. 重要な契約

　当社の子会社である、株式会社サンシティリセー

ル（以下、サンシティリセールといいます。）が平

成21年２月５日にシンガポールの投資会社であり

ますIPC Corporation Ltd.（以下「IPC」といいま

す。）と商法第535条に基づく匿名組合契約を締結

し、この契約に基づきサンシティリセールが240億

円を上限とする出資を受け入れることについて契

約を行いました。なお、当該匿名組合契約の主な契

約内容は以下のとおりであります。

①契約期間：３年間

　　　　　　契約満了日 平成24年2月5日

　ただし、契約満了日において、未販売在庫がある場

合は、販売が完了するまで延期される条項が付加さ

れております。

　 ②出資実行日：

　平成21年２月５日以降、それぞれの案件の資産査

定終了ごとに、サンシティリセールが要請する金額

を、要請する日に、最低５億円（240 億円を上限とす

る）が、物件の買取価額に応じて送金されます。た

だし、IPCが採算性が疑わしい、または資産査定の結

果が好ましくないと判断した場合は、送金を拒否で

きる条項が付加されております。

③分配金：

　サンシティリセールは、営業利益から営業者報酬

を控除した後の残額をIPCに対し分配します。また、

営業損失が生じた場合にはサンシティリセールが

負担すべき部分を除いた部分を分配します。

④現金分配：

　サンシティリセールは、各計算期間において、本営

業に係る収入から、営業に係る諸経費他必要な金額

を控除した残額を、即日利用可能な資金で送金する

方法により、各分配日までに、IPCに対して分配を行

います。

　 ⑤その他の事項について：

a. サンシティリセールが取得する物件は、サンシ

ティリセールの名義により登記され、IPC または第

三者による担保設定や質権設定は行われません。

　 b. サンシティリセールは、買取再販事業を、親会社

とともに、善管注意義務を順守しつつ自己の主体性

をもって執り行い、細心の注意をもって資産査定を

行うこととなっております。

　 c. サンシティリセールは、IPC 以外の第三者より出

資や貸し付けを受ける場合は、事前にIPC の承諾を

得ることとなっております。
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前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

　 d. IPC が指名する者がサンシティリセールの取締役

に選任されることについて、サンシティリセールが

異議を申し述べないこと、親会社である当社が遅延

なくIPC が指名するその候補者を取締役に選任する

こと、とする条項が付加されております。

　 e. 一定期間を経過しても販売できない在庫は親会

社である当社が買取ることとする条項が付加され

ており、平成21年２月９日付けで当社とサンシティ

リセールの間で在庫買取契約を締結しております。

　 f. サンシティリセールが当社に対して行う支払は、

取締役全員の合意と、IPCの事前の書面による承認

のもとに行う条項が付されております。

　 ３. 資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに剰

余金処分

当社は、平成21年３月27日開催の定時株主総会に

おいて、資本準備金および利益準備金の額の減少な

らびに剰余金処分について、下記のとおり決議いた

しました。

　(1) 資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに

剰余金処分の目的

財務体質の健全化を図るため、会社法第448条第１項

の規定に基づき、資本準備金および利益準備金を減

少し同額をその他資本剰余金に振り替え、会社法第

452条の規定に基づき、その他資本剰余金および別途

積立金で繰越利益剰余金を欠損補填するものであり

ます。   

　(2) 資本準備金および利益準備金の額の減少の要領減

少する資本準備金および利益準備金の額

資本準備金7,392,648,810円のうち6,106,473,992円

利益準備金16,000,000円全額

なお、本資本準備金および利益準備金の額の減少

は、会社法第449条第１項但書の要件に該当するた

め、債権者異議手続きは行われません。

　(3) 剰余金処分の要領

① 増加する剰余金の項目およびその額

繰越利益剰余金12,022,473,992円

② 減少する剰余金の項目およびその額

その他資本剰余金6,122,473,992円

別途積立金 5,900,000,000円

　(4) 資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに

剰余金処分の効力発生日

　　平成21年３月27日
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

株式会社地建 株式会社地建第４回無担保社債 平成16.３.31
59
(17)

－ 0.91 なし 平成23.３.31

株式会社地建 株式会社地建第６回無担保社債 平成17.11.25 100 100 1.27 なし 平成22.11.25

株式会社地建 株式会社地建第７回無担保社債 平成18.６.26 120 120 1.83 なし 平成23.６.26

株式会社サンシ
ティ

株式会社サンシティ第１回無担
保社債

平成20.５.12 －
250
(99)

1.06 なし 平成23.５.12

合計 － －
279
(17)

470
(99)

－ － －

　（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年
以内
（百万円）

２年超３年
以内
（百万円）

３年超４年
以内
（百万円）

４年超５年
以内
（百万円）

99 199 172 － －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 3,054 8,280 2.2 －

１年以内に返済予定の長期借入金 12,959 13,987 2.3 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金

(１年以内に返済予定のものを除く。)
23,589 23,238 2.3

平成22年４月30日

～

平成30年４月30日

リース債務

(１年以内に返済予定のものを除く。)
－ － － －

その他有利子負債 － － － －

計 39,603 45,506 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結貸借対照表日後５年内における返済予定額は次の

とおりであります。

３．当期末残高には、短期借入金1,611百万円、１年以内返済予定の長期借入金６百万円、長期借入金136百万円の無

利息の借入金残高が含まれております。

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

14,514 4,908 1,861 366

（２）【その他】

該当事項はありません。　
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
第16期

（平成19年12月31日）
第17期

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金 ※１  13,414   2,175  

２．受取手形　   －   98  

３．売掛金   516   470  

４．販売用不動産 ※１  13,104   9,204  

５．仕掛販売用不動産 ※１  28,825   23,767  

６．貯蔵品   6   3  

７．前渡金   1,146   －  

８．前払費用   188   198  

９．繰延税金資産   128   －  

10．その他   300   284  

貸倒引当金   △25   △52  

流動資産合計   57,605 86.8  36,149 69.8

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物 ※１ 820   5,073   

減価償却累計額  17 802  43 5,030  

２．構築物  0   11   

減価償却累計額  0 0  － 11  

３．器具備品  25   16   

減価償却累計額  16 8  11 4  

４．土地 ※１  245   4,828  

有形固定資産合計   1,057 1.6  9,875 19.1

(2）無形固定資産        

１．商標権   1   0  

２．電話加入権   9   9  

無形固定資産合計   10 0.0  10 0.0
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第16期

（平成19年12月31日）
第17期

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券 　  315   164  

 ２．関係会社株式 ※１  6,500   5,320  

３．出資金   1   1  

４．長期貸付金   61   143  

５．関係会社長期貸付金   462   300  

６．破産更生債権等   －   290  

７．長期前払費用   17   0  

８．繰延税金資産   118   －  

９．その他   310   268  

貸倒引当金   △57   △731  

投資その他の資産合計   7,728 11.6  5,757 11.1

固定資産合計   8,796 13.2  15,642 30.2

資産合計   66,401 100.0  51,792 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形   10,615   1,476  

２．工事未払金   122   72  

３．短期借入金 ※１  1,560   7,181  

４．一年内返済予定長期借
入金

※１  9,761   10,865  

５．一年内返済予定社債 　  －   99  

６．未払金   1,365   638  

７．未払費用   101   86  

８．未払法人税等   1,043   35  

９．未払消費税等   55   66  

10．前受金   47   111  

11．預り金   481   78  

12．前受収益   23   59  

13．賞与引当金   21   －  

 14. その他   8   3  

流動負債合計   25,206 38.0  20,776 40.1
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第16期

（平成19年12月31日）
第17期

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債        

１．社債 　  －   151  

２．長期借入金 ※１  20,036   22,677  

３．役員退職慰労引当金   192   260  

４．退職給付引当金　   －   1  

５．その他   103   507  

固定負債合計   20,331 30.6  23,598 45.6

負債合計   45,538 68.6  44,374 85.7

        

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  7,508 11.3  7,510 14.5

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 7,390   7,392   

資本剰余金合計 　  7,390 11.1  7,392 14.2

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 16   16   

(2）その他利益剰余金 　       

別途積立金 　 4,100   5,900   

繰越利益剰余金 　 3,233   △12,022   

利益剰余金合計 　  7,349 11.1  △6,106 △11.8

４．自己株式 　  △1,367 △2.1  △1,367 △2.6

株主資本合計 　  20,880 31.4  7,429 14.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  △7 △0.0  － －

２．繰延ヘッジ損益 　  △9 △0.0  △11 △0.0

評価・換算差額等合計 　  △17 △0.0  △11 △0.0

純資産合計 　  20,863 31.4  7,418 14.3

負債純資産合計 　  66,401 100.0  51,792 100.0
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②【損益計算書】

  
第16期

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分 注記
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．不動産売上高  57,355   21,907   

２．その他事業収入  429 57,785 100.0 577 22,485 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．不動産売上原価  47,631   19,320   

２．その他事業原価  224 47,856 82.8 294 19,614 87.2

売上総利益   9,928 17.2  2,870 12.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  4,760 8.3  4,006 17.9

営業利益又は営業損失
（△）   5,168 8.9  △1,135 △5.1

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  32   24   

２．解約違約金  13   17   

３．賃貸収入  571   571   

４．その他  59 677 1.2 67 679 3.0

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  886   993   

２．支払手数料  582   228   

３．賃貸原価  131   133   

４．貸倒引当金繰入額  －   388   

５．その他  36 1,637 2.8 106 1,851 8.2

経常利益又は経常損失
（△）   4,208 7.3  △2,307 △10.3

Ⅵ　特別利益        

 １．前期損益修正益 　 － － － 62 62 0.3

Ⅵ　特別損失        

１．たな卸資産評価損 ※２ －   8,811   

２．固定資産除却損 ※３ 0   12   

３．投資損失引当金繰入額 　 －   1,189   

４．その他 　 － 0 0.0 284 10,298 45.8

税引前当期純利益又は
当期純損失（△）   4,208 7.3  △12,542 △55.8

法人税、住民税及び事業
税  1,768   14   

法人税等調整額  △26 1,742 3.0 234 249 1.1

当期純利益又は当期純
損失（△）   2,466 4.3  △12,792 △56.9
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不動産売上原価明細書

  
第16期

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　土地原価  2,936 6.2 2,801 14.5

Ⅱ　外注費  11,635 24.4 9,163 47.4

Ⅲ　経費  959 2.0 733 3.8

Ⅳ　購入販売用不動産  400 0.9 295 1.5

Ⅴ　１棟販売土地原価  9,142 19.2 1,242 6.5

Ⅵ　１棟販売外注費  9,679 20.3 4,500 23.3

Ⅶ　１棟販売経費  1,591 3.3 345 1.8

Ⅷ　購入１棟販売用不動産  11,286 23.7 238 1.2

不動産売上原価  47,631 100.0 19,320 100.0

      

　（注）１．原価計算の方法は個別原価計算によっております。

　　　　２．購入販売用不動産及び購入１棟販売用不動産は、一括仕入による不動産の販売原価であります。

その他事業原価明細書

  
第16期

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　家賃収入原価  195 86.9 230 78.3

Ⅱ　その他原価  29 13.1 63 21.7

その他事業原価  224 100.0 294 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年12月31日　残高
（百万円）

7,505 7,387 7,387 16 2,900 2,880 5,796 △0 20,689

事業年度中の変動額          

新株の発行 2 2 2      4

別途積立金の積立     1,200 △1,200 －  －

剰余金の配当      △912 △912  △912

当期純利益      2,466 2,466  2,466

自己株式の取得        △1,367 △1,367

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）　

         

事業年度中の変動額合計
（百万円）

2 2 2 － 1,200 353 1,553 △1,367 191

平成19年12月31日　残高
（百万円）

7,508 7,390 7,390 16 4,100 3,233 7,349 △1,367 20,880

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年12月31日　残高
（百万円）

△2 △11 △14 20,675

事業年度中の変動額     

新株の発行    4

別途積立金の積立     

剰余金の配当    △912

当期純利益    2,466

自己株式の取得    △1,367

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額)　

△4 1 △3 △3

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△4 1 △3 188

平成19年12月31日　残高
（百万円）

△7 △9 △17 20,863

当事業年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成19年12月31日　残高
（百万円）

7,508 7,390 7,390 16 4,100 3,233 7,349 △1,367 20,880

事業年度中の変動額          

新株の発行 2 2 2      4

別途積立金の積立     1,800 △1,800 －  －

剰余金の配当      △663 △663  △663

当期純損失      △12,792 △12,792  △12,792

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

 86/118



 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

自己株式の消却      △0 △0 0 －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）　

         

事業年度中の変動額合計
（百万円）

2 2 2 － 1,800 △15,256 △13,456 0 △13,451

平成20年12月31日　残高
（百万円）

7,510 7,392 7,392 16 5,900 △12,022 △6,106 △1,367 7,429

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成19年12月31日　残高
（百万円）

△7 △9 △17 20,863

事業年度中の変動額     

新株の発行    4

別途積立金の積立    －

剰余金の配当    △663

当期純損失    △12,792

自己株式の消却    －

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額)　

7 △1 6 6

事業年度中の変動額合計
（百万円）

7 △1 6 △13,444

平成20年12月31日　残高
（百万円）

－ △11 △11 7,418
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

　　　　　　　　　────── 当社は当事業年度において、サブプライムローン問題

に端を発した不動産に係る信用収縮等の影響により不動

産流動化事業における物件売却が進まず、販売用不動産

等の時価が大幅に下落し評価減を行ったことから、12,792
百万円の当期純損失を計上しており、営業キャッシュ・

フローにおいても大幅なマイナスとなっております。

また、当事業年度末の貸借対照表の純資産の部の金額

が、前事業年度の決算期末日における貸借対照表の純資

産の部の金額を下回ったこと等により、株式会社三井住

友銀行、株式会社あおぞら銀行、株式会社みずほ銀行、株

式会社三菱東京UFJ銀行をそれぞれエージェントとする
シンジケートローン契約に付されている財務制限条項に

抵触しております。

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しています。　

当社は当該状況を解消すべく、不動産流動化事業にお

ける新規物件開発は行わず、当社が最も得意とする地方

衛星都市を中心とした分譲マンション事業に特化するこ

とを決定し、不動産流動化事業に係るたな卸資産の早期

の売却を進めております。

また、分譲マンションプロジェクト資金につきまして

は、従来、原則として建物竣工時に一括返済の条件で借り

入れておりましたが、より安定した資金繰り運営を行う

必要から、建物竣工後の販売スケジュールに対応した分

割返済への返済条件の変更を取引金融機関に要請し、当

事業年度中に返済期限の到来した借入金の一部について

は、返済条件変更に応じていただきました。今後返済期限

の到来する借入金についても同様の要請を行い返済条件

の変更を進めており、今後も継続して支援する意向との

回答を得ております。

損益の改善策としては、当社の全資源を分譲マンショ

ン事業へ集約し、それに伴う組織変更及び人員配置の適

正化、ならびに賃借料や広告宣伝費等を見直すことによ

り販売費及び一般管理費を大幅に削減し、翌事業年度以

降の事業安定化を図ってまいる所存であります。

財務制限条項に抵触している件につきましては、株式

会社みずほ銀行をエージェントとするシンジケートロー

ン契約については平成20年９月５日付にて、株式会社あ
おぞら銀行をエージェントとするシンジケートローン契

約については平成20年12月８日付にて、株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行をエージェントとするシンジケートローン

契約については平成21年１月20日付にて、それぞれ不動
産等を担保提供すること等を条件に平成20年12月期決算
において期限の利益喪失の猶予の承諾を頂いておりま

す。

また、株式会社三井住友銀行をエージェントとするシ

ンジケートローン契約については、契約上正式な猶予手

続きはまだ完了しておりませんが、期限の利益の喪失請

求についてご猶予いただけるか否かについて予め諮りま

したところ、平成21年1月30日付にてご猶予いただける旨
のご回答を書面にて頂いております。　

以上の理由から当事業年度における財務諸表は継続企

業を前提に作成されており、このような重要な疑義の影

響を財務諸表には反映しておりません。　
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重要な会計方針

項　　目
第16期

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(1)子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (2)その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

(2)その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法を採用してお

ります。

時価のないもの

同左

 なお、匿名組合契約に基づく出資（金

融商品取引法第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書類を基礎とし、損

益の純額に対する持分相当額を取込む方

法によっております。

 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

(1)デリバティブ

時価法を採用しております。

(1)デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1)販売用不動産及び仕掛販売用不動産

個別法による原価法を採用しておりま

す。

(1)販売用不動産及び仕掛販売用不動産

同左

 (2)貯蔵品

最終仕入原価法を採用しております。

(2)貯蔵品

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。

(1)有形固定資産

同左

  (追加情報)　

　法人税法改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。

　この変更に伴う損益に与える影響は

軽微であります。　

 (2)無形固定資産

定額法によっております。

(2)無形固定資産

同左

 (3)長期前払費用

定額法によっております。

(3)長期前払費用

同左
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項　　目
第16期

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

５．繰延資産の処理方法 (1)株式交付費

支出時に全額費用処理しております。

　

　

(1)株式交付費

同左

(2)社債発行費

支出時に全額費用処理しております。

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため一

般債権については貸倒実績率により貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(1)貸倒引当金

同左

 (2)投資損失引当金

──────

(2)投資損失引当金

関係会社等への投資に係る損失に備え

るため、各社の財政状態並びに将来の回

復見込等を勘案し、損失見込額を計上し

ております。

なお、投資損失引当金1,189百万円につ

いては、関係会社株式の金額より直接控

除して表示しております。

（追加情報）

当事業年度より投資損失引当金を計上

しております。当事業年度に発生した投

資損失引当金繰入額1,189百万円は「特

別損失」に計上しております。

 (3)賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額のうち、当期の負担に

属する部分を計上しております。

(3)賞与引当金

同左

 (4)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における簡便法（期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法）による退

職給付債務及び年金資産の額に基づき計

上しております。

なお、当期末においては、年金資産が退

職給付債務を16百万円上回ったため、長

期前払費用に含めて計上しております。

(4)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における簡便法（期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法）による退

職給付債務及び年金資産の額に基づき計

上しております。

 (5)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、当社内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

(5)役員退職慰労引当金

同左

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左
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項　　目
第16期

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

８．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ取引

ヘッジ対象：借入金利息

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3)ヘッジ方針

将来の借入金の金利上昇リスクに対

し、借入額の範囲内で金利スワップ取引

によりヘッジを行う方針であります。

また、ヘッジ会計の中止に伴って発生

した評価差額は、ヘッジ対象の満期まで

の期間にわたって金利の調整として各期

の損益に配分しております。

(3)ヘッジ方針

同左

 (4)ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価し

ております。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

同左

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1)消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(1)消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 （有形固定資産の減価償却方法） 

当事業年度より、平成19年度の法人税法の改正に伴い、

平成19年４月１日以降取得の有形固定資産については改

正後の法人税法に規定する償却方法に変更いたしまし

た。

なお、この変更による影響額は軽微であります。

　　　　　　　　　──────

 （企業結合に係る会計基準等） 

当事業年度より「企業結合に係る会計基準（企業会計

審議会　平成15年10月31日）」及び「事業分離等に関す

る会計基準（企業会計基準第７号　平成17年12月27

日）」並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針（企業会計基準適用指針第10号　最

終改正平成18年12月22日）」を適用しております。

 

追加情報

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 （販売用不動産）  （販売用不動産等）

当事業年度において、保有目的の変更により販売用不

動産から建物へ691百万円、土地へ209百万円振替えてお

ります。

当事業年度において、保有目的の変更により販売用不

動産および仕掛販売用不動産から建物へ4,267百万円、構

築物へ11百万円、土地へ4,582百万円振替えております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

第16期

（平成19年12月31日現在）

第17期

（平成20年12月31日現在）

※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

（百万円）

担保に供している資産は次のとおりであります。

（百万円）

販売用不動産 391

仕掛販売用不動産 19,894

建物 68

土地 22

関係会社株式 6,500

計 26,876

普通預金 14

販売用不動産 8,263

仕掛販売用不動産 21,561

建物 4,997

土地 4,814

関係会社株式 5,310

計 44,961

　

上記の他に株式会社地建の保有する販売用不動

産3,956百万円を担保に共に供しております。

担保付債務は次のとおりであります。

（百万円）

担保付債務は次のとおりであります。

（百万円）

一年内返済予定長期借入金 4,436

長期借入金 19,002

計 23,438

短期借入金 5,164

一年内返済予定長期借入金 10,699

長期借入金 22,298

計 38,162

　なお、上記の他に短期借入金695百万円、一年内返済

予定長期借入金4,646百万円、長期借入金1,034百万円

に対して、販売用不動産 1,194百万円、仕掛販売用不

動産4,891百万円を登記留保として提供しておりま

す。

なお、上記のほか、不動産売却取引の一部を金融

取引として会計処理したため、担保に供している資

産および担保付債務として処理したものは次のと

おりであります。

  （百万円）

販売用不動産 808

仕掛販売用不動産 742

計 1,550
 　

  （百万円）

短期借入金 1,467

長期借入金 115

計 1,582

２．偶発債務

次の関係会社について、金融機関からの借入に対し

債務保証を行っております。 

保証先 金額（百万円） 内容

 株式会社　サンシ

ティビルド
263 運転資金 

 株式会社　地建 2,401 運転資金 

２．偶発債務

次の関係会社について、金融機関からの借入に対し

債務保証を行っております。 

保証先 金額（百万円） 内容

 株式会社　サンシ

ティビルド
211 運転資金 

 株式会社　地建 1,688 運転資金 

 　分譲マンション購入者の住宅ローンに対して債務

保証を行っております。

保証先 金額(百万円)

個人（７名） 21
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第16期

（平成19年12月31日現在）

第17期

（平成20年12月31日現在）

  ３．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。これら契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高は次のとおりであります。

（百万円）

３．　　　　　　　──────

貸出コミットメントの総

額

800

借入実行残高 －

計 800

 

４．　　　　　　　────── ４．財務制限条項

(1) 当社は、株式会社三井住友銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加行４行、返済期限

平成23年９月30日、当事業年度末借入金残高4,162百

万円）を締結しております。当該契約には、下記の

財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知

があれば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金並び

に利息及び精算金等を支払う義務を負っておりま

す。

① 各年度の決算日における単体の貸借対照表にお

ける自己資本（純資産の部の合計金額から新株予

約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金

額）の合計金額を、平成17年12月の本決算期の末日

における自己資本の合計金額の75％、または直前決

算期末の自己資本の合計金額の75％以上のいずれ

か高いほうに維持すること。

② 各年度の決算期の末日の報告書等に記載される

連結損益計算書及び単体の損益計算書における経

常損益を損失としないこと。

   　なお、当事業年度末の貸借対照表における自己資

本（純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰

延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額）の合計

金額が平成17年決算期末日及び平成19年決算期末

日における自己資本の合計金額の75％を下回った

ため、かつ当事業年度末の損益計算書上で経常損失

となったため、財務制限条項に抵触しました。契約

上正式な猶予手続きはまだ完了しておりませんが、

期限の利益の喪失請求についてご猶予いただける

か否かについて予め諮りましたところ、平成21年1

月30日付にてご猶予いただける旨のご回答を書面

にて頂いております。　
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第16期

（平成19年12月31日現在）

第17期

（平成20年12月31日現在）

 (2) 当社は、株式会社あおぞら銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加金融機関等９社、

返済期限平成22年６月30日、当事業年度末借入金残

高6,465百万円）を締結しております。当該契約には

下記の財務制限条項が付されており、これに抵触し

た場合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの

通知があれば、借入金並びに利息及び精算金等を支

払う義務を負っております。

① 各事業年度の末日における連結及び単体の貸借

対照表における純資産の部の金額（但し、連結の貸

借対照表においては純資産の部の金額から繰延

ヘッジ損益、新株予約権及び少数株主持分を控除し

た金額であり、単体の貸借対照表においては純資産

の部の金額から繰延ヘッジ損益及び新株予約権を

控除した金額をいう。）を直前の事業年度のそれぞ

れ連結及び単体の貸借対照表における純資産の部

の金額の75％以上に維持すること。

② 各事業年度の末日にかかる連結及び単体の損益

計算書上の営業損益及び経常損益がそれぞれ営業

損失及び経常損失とならないこと。

　なお、当事業年度末の貸借対照表の純資産の部の

金額（繰延ヘッジ損益を除いた金額）が直前の事

業年度末の貸借対照表における純資産の部の金額

の75％を下回ったため、かつ当事業年度の損益計

算書上の営業損益及び経常損益がそれぞれ営業損

失及び経常損失となったため、財務制限条項に抵

触しましたが、既に平成20年12月８日付にて預金

を担保提供することを条件に平成20年12月期決算

において期限の利益喪失猶予のご承諾をいただき

ました。　
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第16期

（平成19年12月31日現在）

第17期

（平成20年12月31日現在）

 (3) 当社は、株式会社みずほ銀行をエージェントとする

シンジケートローン契約（参加金融機関等８社、返

済期限平成24年６月25日、当事業年度末借入金残高

3,119百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した

場合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通

知があれば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金並

びに利息及び精算金等を支払う義務を負っており

ます。   

① 平成19年６月以降の決算期の末日および中間決

算の日において、以下の各号の条件を充足するこ

と。　

Ⅰ 貸借対照表（連結ベース）の純資産の部の金

額を平成18年12月決算期末日における貸借対照

表（連結ベース）の純資産の部の金額以上に維

持すること。

Ⅱ 貸借対照表（単体ベース）の純資産の部の金

額を平成18年12月決算期末日における貸借対照

表（単体ベース）の純資産の部の金額以上に維

持すること。

② 平成19年12月以降の決算期の末日において、以

下の各号の条件を充足すること。

Ⅰ 損益計算書（連結ベース）の経常損益につ

き、２期連続して損失を計上しないこと。

Ⅱ 損益計算書（単体ベース）の経常損益につ

き、２期連続して損失を計上しないこと。 　

   　なお、当事業年度末の貸借対照表の純資産の部の

金額が平成18年12月決算期末日における貸借対照

表の純資産の部の金額を下回ったため、財務制限条

項に抵触しましたが、既に平成20年９月５日付にて

不動産を担保提供することを条件に平成20年12月

期中間決算及び平成20年12月期決算において期限

の利益喪失猶予のご承諾を頂きました。
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第16期

（平成19年12月31日現在）

第17期

（平成20年12月31日現在）

 (4) 当社は、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェン

トとするシンジケートローン契約（参加行３行、返

済期限平成22年４月30日、当事業年度末借入金残高

3,659百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した

場合、多数貸付人の請求に基づきエージェントの通

知があれば、借入金並びに利息及び精算金等を支払

う義務を負っております。

① 各年度の決算期の末日における単体の貸借対照

表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前

の決算期の末日における単体の貸借対照表におけ

る純資産の部の金額以上にそれぞれ維持すること。

② 各年度の決算期の末日における連結の貸借対照

表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前

の決算期の末日における連結の貸借対照表におけ

る純資産の部の金額以上にそれぞれ維持すること。

③ 各年度の決算期に係る単体の損益計算書上の経

常損益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこ

と。

④ 各年度の決算期に係る連結の損益計算書上の経

常損益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこ

と。　

　なお、当事業年度末の貸借対照表の純資産の部の

金額が直前の事業年度末の貸借対照表の純資産の

部の金額を下回ったため、かつ当事業年度の損益計

算書上で経常損失を計上したため、財務制限条項に

抵触しましたが、既に平成21年１月20日付にて子会

社保有不動産を担保提供することを条件に平成20

年12月期決算において期限の利益喪失猶予のご承

諾をいただきました。　　　　　　
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（損益計算書関係）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は66.8％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は33.2％であ

ります。

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は47.6％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は52.4％であ

ります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

（百万円）

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

（百万円）

給料手当 790

賞与引当金繰入額 16

退職給付費用 58

役員退職慰労引当金繰入額 21

広告宣伝費 1,300

支払手数料 897

減価償却費 6

貸倒引当金繰入額 7

給料手当 829

退職給付費用 82

役員退職慰労引当金繰入額 72

広告宣伝費 706

支払手数料 334

減価償却費 8

貸倒引当金繰入額 312

※２．　　　　　　　────── ※２．たな卸資産評価損は、販売用不動産1,901百万円、仕

掛販売用不動産6,910百万円であります。

　

※３．固定資産除却損は、器具備品であります。 ※３．固定資産除却損は、建物９百万円、構築物０百万円、

器具備品３百万円であります。

　

（株主資本等変動計算書関係）

第16期（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 2.70 26,864.00 － 26,866.70

合計 2.70 26,864.00 － 26,866.70

（注）自己株式の株式数の増加は、市場買付けによるもであります。

第17期（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 26,866.70 － 0.70 26,866.00

合計 26,866.70 － 0.70 26,866.00

（注）自己株式の株式数の減少は、自己株式の消却によるものであります。
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（リース取引関係）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 21 3 17

器具備品 42 21 20

合計 63 24 38

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 21 7 13

器具備品 79 29 50

合計 100 37 63

(2)　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2)　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

　 （百万円）

１年内 11

１年超 27

合計 39

　 （百万円）

１年内 19

１年超 45

合計 64

(3)　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額、減損損失

(3)　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額、減損損失

　 （百万円）

支払リース料 12

減価償却費相当額 11

支払利息相当額 1

　 （百万円）

支払リース料 18

減価償却費相当額 16

支払利息相当額 1

(4)　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4)　減価償却費相当額の算定方法

同左

(5)　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5)　利息相当額の算定方法

同左

２． オペレーティング・リース取引 ２． オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

　  （百万円）

１年内 3

１年超 4

合計 7

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

　  （百万円）

１年内 3

１年超 8

合計 12

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

 99/118



（有価証券関係）

第16期（平成19年12月31日現在）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

第17期（平成20年12月31日現在）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

 (企業結合等関係）

第16期（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　連結財務諸表注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。

第17期（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

　連結財務諸表注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。

（税効果会計関係）

第16期
（平成19年12月31日現在）

第17期
（平成20年12月31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）    （百万円）

未払事業税損金不算入  79

賞与引当金繰入限度超過額  8

役員退職慰労引当金損金不算

入額

 
77

貸倒引当金繰入限度超過額  33

広告宣伝費否認  29

その他  24

繰延税金資産計  253

（繰延税金負債）   

前払年金費用  6

繰延税金負債計  6

繰延税金資産の純額  246

（繰延税金資産）    （百万円）

棚卸資産評価損  2,994

繰越欠損金  1,175

投資損失引当金繰入額  482

貸倒引当金繰入額  318

役員退職慰労引当金繰入額  105

固定資産評価損  83

その他  141

繰延税金資産小計  5,300

評価性引当金  △5,300

繰延税金資産計  －

（繰延税金負債）   

繰延税金負債計  －

繰延税金資産の純額  －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略しております。

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異については、税引前当期純損失を計上し

ているため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 40,869円07銭

１株当たり当期純利益金額 4,625円90銭

潜在株式調整後１株当たり　　　　　当期

純利益金額
4,616円10銭

１株当たり純資産額 14,514円35銭

１株当たり当期純損失金額 25,034円98銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、

次のとおりであります。

 
第16期

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

第17期
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額
  

当期純利益又は当期純損失（△）（百万

円）
2,466 △12,792

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（百万円）
2,466 △12,792

期中平均株式数（株） 533,086 510,984

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 608 －

（うち新株予約権） （608） （ － ）
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（重要な後発事象）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

    　当社は、平成20年３月24日開催の取締役会決議に

基づき（仮称）仙台長町南複合施設プロジェクト

に係るプロジェクト資金に充当するため、平成20年

３月26日付をもって、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

をアレンジャー及びエージェントとするシンジ

ケートローン契約（融資総額4,500百万円）を締結

しております。なお、当該シンジケートローンの主

な契約内容は以下のとおりであります。

金額　　　:4,500百万円

契約期間　:２年間

参加行　　:株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

株式会社北都銀行

株式会社秋田銀行

金利　　　:日本円TIBOR（３ヶ月）＋1.6％

担保　　　:土地、建物

　　　また、当該契約に伴い、アレンジメントフィー70百万

円（消費税等含む）を平成20年３月26日に支払っ

ております。

１. 重要な資産の担保提供

(1) 当社は平成21年２月３日付で、株式会社フジタと

山形ミッドランドタワーウェストの建築代金の支

払い条件変更に合意し、平成21年３月27日（建物完

成引渡時）において、当該建物及び土地を担保提供

しております。　

なお、当該資産の担保提供時の簿価（概算）は

2,845百万円であります。

また、当該物件は当事業年度末において、金融機

関に担保提供されております。

(2) 当社は平成21年３月12日付で、安藤建設株式会社

と（仮称）サンヴァーリオ蔵前の建築代金の支払

い条件変更に合意し、平成21年３月27日（建物完成

引渡日）において、当該建物及び土地を担保提供し

ております。　

なお、当該資産の担保提供時の簿価（概算）は

1,273百万円であります。

また、当該物件は当事業年度末において、金融機

関に担保提供されております。

(3) 当社は平成21年３月13日付で、東海興業株式会社

とサンデュエル名取の建築代金の支払い条件変更

に合意し、平成21年３月13日（建物完成引渡日）に

おいて、当該建物及び土地を担保提供しておりま

す。

なお、当該資産の担保提供時の簿価（概算）は

651百万円であります。

また、当該物件は当事業年度末において、金融機

関に担保提供されております。
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第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 ２. 重要な契約

　当社の子会社である、株式会社サンシティリセール

（以下、サンシティリセールといいます。）が平成21

年２月５日にシンガポールの投資会社であります

IPC Corporation Ltd.（以下「IPC」といいます。）と

商法第535条に基づく匿名組合契約を締結したこと

に伴い、平成21年２月９日付けで当社とサンシティ

リセールの間で在庫買取契約を締結しております。

主な契約内容は以下のとおりであります。

① サンシティリセールが匿名組合契約に基づき仕

入れた在庫のうち、一定期間経過しても販売できな

い在庫のすべてを、当社がサンシティリセールより、

販売予定価格で買い取る。

② 当該支払日は、期日から30日以内でなければなら

ない。

 ３. 資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに剰

余金処分

当社は、平成21年３月27日開催の定時株主総会に

おいて、資本準備金および利益準備金の額の減少な

らびに剰余金処分について、下記のとおり決議いた

しました。

　(1) 資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに

剰余金処分の目的

財務体質の健全化を図るため、会社法第448条第１項

の規定に基づき、資本準備金および利益準備金を減

少し同額をその他資本剰余金に振り替え、会社法第

452条の規定に基づき、その他資本剰余金および別途

積立金で繰越利益剰余金を欠損補填するものであり

ます。   

　(2) 資本準備金および利益準備金の額の減少の要領減

少する資本準備金および利益準備金の額

資本準備金7,392,648,810円のうち6,106,473,992円

利益準備金16,000,000円全額

なお、本資本準備金および利益準備金の額の減少

は、会社法第449条第１項但書の要件に該当するた

め、債権者異議手続きは行われません。

　(3) 剰余金処分の要領

① 増加する剰余金の項目およびその額

繰越利益剰余金12,022,473,992円

② 減少する剰余金の項目およびその額

その他資本剰余金6,122,473,992円

別途積立金 5,900,000,000円

　(4) 資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに

剰余金処分の効力発生日

　　平成21年３月27日
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価

証券

その他有価

証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）

エルシ－ピー・リート・アドバ

イザーズ　株式会社　
228 11

計 228 11

　

【債券】

投資有価

証券

その他有価

証券

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額

（百万円）

株式会社　福島銀行

第１回期限前償還条項付無担保

社債（劣後特約付及び少人数投

資家向け）　

100 100

計 100 100

　

【その他】

投資有価

証券

その他有価

証券

銘柄 投資口数（口）
貸借対照表計上額

（百万円）

エルシーピー投資法人　 9 0

東北インデックスファンド　 100,000,000 52

計 100,000,009 53
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 820 4,299
45

(27)
5,073 43 34 5,030

構築物 0 11 0 11 － 0 11

器具備品 25 2 11 16 11 3 4

土地 245 4,582 － 4,828 － － 4,828

有形固定資産計 1,091 8,896 57 9,930 55 38 9,875

無形固定資産        

商標権 1 － － 1 0 0 0

電話加入権 9 － － 9 － － 9

無形固定資産計 11 － － 11 0 0 10

長期前払費用 18 － 16 1 0 0 0

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）１．当期の増加額の主なものは、次のとおりであります。

建物　　保有目的の変更による販売用不動産からの振替　　　　4,267百万円　　　　　　　

土地　　保有目的の変更による販売用不動産からの振替　　　　3,364百万円　　　　　　　

保有目的の変更による仕掛販売用不動産からの振替　　1,217百万円　　　　　　　

２．当期減少額欄の()は内書きで、減損損失の計上額であります。　　　　　　　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 82 729 － 28 784

賞与引当金 21 － 21 － －

退職給付引当金 － 1 － － 1

役員退職慰労引当金 192 72 4 － 260

（注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」のうち４百万円は一般債権の貸倒実績率による洗替額であり、24百万円

は貸倒懸念債権に係る回収不能見込額の回収によるものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

ａ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 1

預金の種類  

普通預金 1,643

郵便貯金 2

通知預金 416

定期預金 110

小計 2,173

合計 2,175

ｂ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

株式会社　サンシティビルド 98

合計 98

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成21年　 １月 17

２月　 32

３月　 47

合計 98

ｃ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

一般顧客 470

合計 470

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

516 23,563 23,608 470 98.1 8

（注） 当期発生高には消費税等が含まれております。
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ｄ．販売用不動産

品目 摘要 面積（㎡） 金額（百万円）

 分譲マンション

土地

建物

その他

計

12,183.83

26,130.96

－　

－　

2,050

5,346

480

7,877

賃貸マンション

土地

建物

その他

計

617.18

2,854.19

－　

－　

130

529

36

696

商業ビル

土地

建物

その他

計

99.76

599.32

－　

－　

467

125

38

630

合計

土地

建物

その他

計

12,900.77

29,584.47

　－

－　

2,647

6,001

555

9,204

地域別内訳 

地域

面積（㎡）

金額（百万円）

土地 建物

宮城県 2,103.13 4,911.38 1,151

秋田県 718.10 3,549.99 664

岩手県 2,018.25 4,471.56 942

山形県 1,029.66 2,448.14 530

福島県 2,600.90 － 304

栃木県 854.68 3,101.56 614

茨城県 2,061.42 4,438.52 991

埼玉県 894.79 2,017.40 663

東京都 611.06 6,137.02 3,342

合計 12,891.99 31,075.57 9,204

ｅ．仕掛販売用不動産

品目 摘要 面積（㎡） 金額（百万円）

 分譲マンション

土地

建物

その他

計

34,641.17

104,498.01

－　

－　

5,987

1,150

1,427

8,566

賃貸マンション

土地

建物

その他

計

338.56

2,732.76

－　

－　

486

22

46

554
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品目 摘要 面積（㎡） 金額（百万円）

商業ビル

土地

建物

その他

計

695.58

3,163.01

－　

－　

2,449

339

412

3,201

賃貸マンション用地

土地

建物

その他

計

820.16

－

－　

－　

2,347

－

172

2,413

商業施設用地

土地

建物

その他

計

10,007.18

－

－　

－　

2,213

－

66

2,386

商業ビル用地他

土地

建物

その他

計

3,547.51

－

－　

－　

5,867

－

778

6,645

合計

土地

建物

その他

計

50,050.16

110,393.78

－　

－　

19,351

1,512

2,903

23,767

（注） 面積については、完成時の面積であります。
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地域別内訳 

地域

面積（㎡）

金額（百万円）

土地 建物

宮城県 27,709.98 38,067.38 12,669

青森県 2,958.25 8,335.61 261

岩手県 96.45 － 2

山形県 2,120.84 14,700.42 688

福島県 5,809.76 21,745.47 971

埼玉県 6,147.07 13,812.24 3,054

東京都 3,194.64 9,486.02 5,666

神奈川県 2,013.17 4,246.64 453

合計 50,050.16 110,393.78 23,767

ｆ．貯蔵品

区分 金額（百万円）

収入印紙 3

その他 0

合計 3

②　固定資産

ａ．関係会社株式 　

区分 金額（百万円）

株式会社 地建 5,310

株式会社 サンシティビルド 0

株式会社 サンシティリセール 10

合計 5,320

③　流動負債

ａ．支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

第一建設工業　株式会社 702

りんかい日産建設　株式会社 397

株式会社　佐藤工務　 377

合計 1,476

期日別内訳
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期日別 金額（百万円）

平成21年　 ２月 1,476

合計 1,476

ｂ．工事未払金

相手先 金額（百万円）

八木アンテナ　株式会社 13

ふじみ野市　 9

株式会社  エル設計 7

株式会社　創建設計 7

ＤＸアンテナ 株式会社 7

その他（10社） 27

合計 72

ｃ．短期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社　三井住友銀行 3,319

川口土木建築工業　株式会社　 1,328

オリックス　株式会社　 800

株式会社　関東つくば銀行 625

株式会社　りそな銀行 459

その他(２社） 539

その他(１行） 111

合計 7,181

ｄ．一年内返済予定長期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社　みずほ銀行 2,258

株式会社　三井住友銀行 1,941

株式会社　りそな銀行 1,278

中央三井信託銀行　株式会社　 1,229

株式会社　七十七銀行 1,120

その他（19行） 2,880

その他（３社） 157

合計 10,865

④　固定負債

ａ．長期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社　三井住友銀行 5,309

株式会社　あおぞら銀行 3,368

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

110/118



相手先 金額（百万円）

株式会社　三菱東京ＵＦＪ銀行 3,020

株式会社　みずほ銀行 1,823

株式会社　りそな銀行 1,404

その他（17行） 6,889

その他（４社） 862

合計 22,677

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から１２月３１日

定時株主総会 事業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 １２月３１日

株券の種類（注２） 10株券　１株券

剰余金の配当の基準日 ６月３０日　１２月３１日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え（注２）  

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無　　　料

新券交付手数料 無　　　料

端株の買取り  

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむを

得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.suncity-web.co.jp

株主に対する特典 なし

（注）１．当社は、端株制度の適用を受けております。

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない理由によって電子公告による公告がで

きない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

２．「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平

成

16年法律第88号）の施工に伴い、平成20年12月22日開催の取締役会議により平成21年１月５日を効力発生日とす

る株式取扱規則の改正を行い、該当事項はなくなっております。　
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）平成20年１月11日関東財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第16期）（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）平成20年３月27日関東財務局長に提

出。

(3) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度（第15期）（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）平成20年３月27日関東財務局長に提

出。

(4）臨時報告書

　　　　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号の規定に基づくもの

であります。

　平成20年６月５日関東財務局長に提出。

　(5）臨時報告書

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定

に基づくものであります。

　平成20年８月19日関東財務局長に提出。

(6) 半期報告書

事業年度（第17期中）（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）平成20年９月29日関東財務局長に提

出。

　(7）臨時報告書

　金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号の規定に基づく

ものであります。

　平成21年３月３日関東財務局長に提出。

　(8）臨時報告書

　金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規

定に基づくものであります。

　平成21年３月３日関東財務局長に提出。

(9) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度（第16期）（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）平成21年３月27日関東財務局長に提

出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

 平成２０年３月２７日

株 式 会 社 サ ン シ テ ィ  

 取 締 役 会　御 中    

 新 日 本 監 査 法 人 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 那須　和良

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小川　高広

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 有倉　大輔

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社サンシティの平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

サンシティ及び連結子会社の平成１９年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追加情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成２０年３月２６日付でシンジケートローン契約を締結した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　なお、当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的に行って

いる。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成２１年３月２７日

株 式 会 社 サ ン シ テ ィ  

 取 締 役 会　御 中    

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 那須　和良

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小川　高広

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 有倉　大輔

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社サンシティの平成２０年１月１日から平成２０年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

サンシティ及び連結子会社の平成２０年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　追記情報

　　１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度において重

要な当期純損失、及び、営業キャッシュ・フローの重要なマイナスを計上した。また、当連結会計年度において財務

制限条項に抵触しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当

該注記に記載されている。連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義を連結

財務諸表には反映していない。

　　２．追加情報（たな卸資産）に記載されているとおり、会社は、保有目的の変更によりたな卸資産から建物及び構築物並

びに土地へ振替えている。

　　３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、資産の担保提供を行っている。

　　４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社の子会社株式会社サンシティリセールは、平成２１年２月５日に

IPC Corporation Ltd.と匿名組合契約を締結している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　なお、当監査法人は、会社に対し監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的に行って

いる。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

 平成２０年３月２７日

株 式 会 社 サ ン シ テ ィ  

 取 締 役 会　御 中    

 新 日 本 監 査 法 人 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 那須　和良

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小川　高広

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 有倉　大輔

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社サンシティの平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの第１６期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サン

シティの平成１９年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績の状況をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成２０年３月２６日付でシンジケートローン契約を締結した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　なお、当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的に行って

いる。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成２１年３月２７日

株 式 会 社 サ ン シ テ ィ  

 取 締 役 会　御 中    

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 那須　和良

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小川　高広

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 有倉　大輔

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社サンシティの平成２０年１月１日から平成２０年１２月３１日までの第１７期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サン

シティの平成２０年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　追記情報
　　１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は、当事業年度において重要な

当期純損失、及び、営業キャッシュ・フローの重要なマイナスを計上した。また、当事業年度において財務制限条項
に抵触しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に
記載されている。財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義を財務諸表には反映
していない。

　　２．追加情報（販売用不動産等）に記載されているとおり、会社は、保有目的の変更により販売用不動産及び仕掛販売用
不動産を建物及び構築物並びに土地へ振替えている。

　　３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、資産の担保提供を行っている。
　　４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成２１年２月５日に子会社株式会社サンシティリセールと在庫

買取契約を締結している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　なお、当監査法人は、会社に対し監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的に行って

いる。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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